2016年2月22日～23日
「辺野古の海つぶさないで」過去最多2万8千人が国会を包囲
沖縄タイムス　2016年2月22日 10:11




辺野古への新基地建設反対を訴え、国会を人間の鎖で包囲する参加者たち＝２１日午後３時４５分ごろ（大野亨恭撮影）
　【東京】米軍普天間飛行場の移設に伴う名護市辺野古への新基地建設に反対する「２・２１　止めよう！辺野古埋め立て」の集会が２１日、東京など全国９カ所で開かれた。東京では参加者が手をつないで国会を取り囲む「国会大包囲行動」があり、「新基地建設絶対反対」「辺野古の海をつぶすな」などと訴えた。国会包囲は昨年９月以来４回目で、２万８千人（主催者発表）が参加した。前回を約６千人上回り、これまでで最多の人数となった。 
　沖縄からは稲嶺進名護市長やヘリ基地反対協議会の安次富浩共同代表らも参加。稲嶺市長は「政府は『辺野古しかない』と強引に埋め立て工事を進めようとしているが、正義と道理はわれわれにある」とあいさつした。 
　安全保障法制の廃止で合意した国政野党の国会議員らも登壇し、安保法制廃止とともに、新基地建設反対でも協力していく考えを示した。 
　国会周辺の歩道では、辺野古の海をイメージした青の衣類などを身に着けた人たちが一帯を埋め尽くし、「沖縄の民意に従え」「普天間を即時閉鎖しろ」と声を上げた。 
　宜野湾市出身でシールズ琉球の中心メンバーの元山仁士郎さんのコールに合わせて、参加者が“人の鎖”をつくって国会包囲を成功させた。 
　この日は札幌、仙台など８カ所で集会が開かれたほか、２３日にも京都、大阪などでもある。開催場所は２０日からの集会を合わせ全国１５カ所となる。
「辺野古移設に反対」　全国８集会、札幌でも４５０人がデモ
北海道新聞　02/22 06:20、02/22 08:03 更新
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米軍普天間飛行場の辺野古移設反対を訴え、札幌駅前通をデモ行進する参加者＝２１日午後０時３５分、札幌市中央区大通西３（藤井泰生撮影）
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設に反対する集会「止めよう！辺野古埋め立て２・２１北海道アクション」が２１日、札幌市中央区で開かれた。主催者発表で約４５０人が参加し、プラカードを掲げながら札幌駅前通などをデモ行進した。
　国会周辺で行われた抗議集会「止めよう！辺野古埋め立て２・２１首都圏アクション国会大包囲」をはじめとする、全国８カ所の「同時アクション」の一つ。北海道平和運動フォーラムや道労連などでつくる実行委員会が主催した。
　元琉球新報記者で沖縄国際大大学院の前泊博盛教授が「沖縄が問うこの国の民主主義の品格と風格」と題して講演。辺野古沿岸での米軍基地建設について「日米地位協定上も日本が建設費用を負担する法的根拠がない。埋め立てが強行されたとき、この国が法治国家ではなく、問題を放置する“放置国家”になる」と批判した。
産経新聞　2016.2.22 14:30更新 
【ＳＥＡＬＤｓ高校生版デモ】「安倍はやめろ」と呼び捨て　「私は言いたい」と紋切りフレーズ　煽るのはまたも山口二郎教授ら…

高校生グループ「Ｔ－ｎｓＳＯＷＬ」が主催した安全保障関連法に反対するデモ＝２１日夕、東京・渋谷（田中一世撮影）
　安全保障関連法に反対する高校生グループ「Ｔ－ｎｓＳＯＷＬ」（ティーンズソウル）が２１日夕、全国各地でデモ活動を行った。東京・渋谷では数百人が１時間かけて繁華街を行進し、安倍晋三首相を呼び捨てにしながら政権打倒を訴えるシュプレヒコールを上げた。安保関連法に反対し、野党の応援を公言している大学教授も駆けつけ、高校生らに連帯を呼びかけた。だが、高校生らしき若者はごく一部だけ。反安倍政権の大人が高校生を利用しているかのような構図のデモだった。
　「戦争反対！」「戦争したがる総理はいらない！」「憲法読めない総理はいらない！」「安倍晋三から日本を守れ！」「安保法制絶対反対！」「安倍はやめろ！」
　ティーンズソウルの高校生はこのようなラップ調の音頭を取り、参加者らはシュプレヒコールを繰り返した。主張の内容は、安保関連法に反対する大学生グループ「ＳＥＡＬＤｓ」（シールズ）にそっくりで、首相を呼び捨てにするところまで踏襲していた。
　「安倍政治の本質は何か。今この瞬間のことしか考えない。だから原発を再稼働し、若者を使い捨てる」
　行進を先導する街宣車上で最初にマイクを握り、こう主張したのは、夏の参院選で野党統一候補の支援を目指す市民団体系の組織「市民連合」の中心メンバー、山口二郎法政大教授だった。
　山口氏といえば、「安倍を叩き切ってやる」と訴える民主党のブレーン的な存在だ。山口氏は「こんな情けない日本をつくったことについて私の世代は本当は責任をとらなきゃいけない。みんなに糾弾されても仕方ない」と“反省”の弁を述べつつ、「一緒に歩いて平和と民主主義を訴えてくれて本当にありがとうございます」と謝辞も述べた。
　山口氏は、６月１９日に選挙権年齢が「１８歳以上」に引き下げられることに触れ、高校生らに向かって「皆さんと一緒に日本の平和と民主主義を守るため戦い抜きたい」と訴えた。
　次にマイクを握ったのは、同じく市民連合の中心メンバーの佐藤学東大名誉教授だった。佐藤氏は自身が高校２年生のときにベトナム戦争反対のデモに参加した話を披露。デモに参加する現代の高校生がとても頼もしく見えたようで、「安倍政治を次の世代に渡すわけにはいかない。安保法制を廃止に追い込むまでともに戦い抜こう」と声を張り上げた。
　最後にスピーチをしたのは、ティーンズソウルの女子高校生、「あいね」さん（１６）。
　「私は言いたい。まだまだ安保法制反対の声を上げていくべきだ。だから私はこれからもデモに行く。デモに行って声を上げる。間違ったことには間違いだと言い続けなければいけない。なぜなら私たちは主権者だからだ」
　「私は言いたい」やデモで宣言した日の年月日を最後に言うのは、兄貴分（姉貴分）のシールズとそっくりで、「あいね」さんは「私は安保法制の廃止と安倍政権の退陣を求めます」と締めくくった。
　参加者は「ＧＯ　ＶＯＴＥ（投票に行こう）」と書いたプラカードを掲げて行進した。だが、高校生は先頭に集中し、数百人の参加者の大多数は中高年だった。デモの最後尾になると、シュプレヒコールの声を上げる人は少なく、先頭の熱い高校生とは同じデモとは思えないほど。「辺野古新基地ＮＯ」など安保関連法とは別の政治課題に関するプラカードを手にする中高年も目立った。
　デモが行われた日曜の夕刻の渋谷は大勢の買い物客らでにぎわった。大音量で音楽を流しながらシュプレヒコールを上げる一団を、物珍しそうに写真に収める若者や外国人観光客もいた。
（政治部　田中一世、酒井充）
産経新聞　2016.2.22 14:00更新 
【ＳＥＡＬＤｓ高校生版デモ】山口二郎教授「安倍政治は若者使い捨て！」　「あいね」さん「私は言いたい。まだまだ安保法制反対の声を」

高校生グループ「Ｔ－ｎｓＳＯＷＬ」が主催した安全保障関連法に反対するデモ。山口二郎法政大教授（中央）は街宣車上で、高校生らに連帯を呼びかけた＝２１日夕、東京・渋谷（田中一世撮影）
　安全保障関連法に反対する高校生グループ「Ｔ－ｎｓＳＯＷＬ」（ティーンズソウル）が２１日夕、全国一斉にデモ活動を行った。東京では渋谷の繁華街を行進。女子高校生のほか、夏の参院選で野党統一候補の支援を目指す市民団体系の「市民連合」の中心メンバーの山口二郎法政大教授と佐藤学東大名誉教授が挨拶した。山口氏は「安倍政治の本質は若者の使い捨てだ」と安倍晋三首相を批判し、佐藤氏は自身が高校２年の時に参加したというベトナム戦争反対のデモを振り返りながら、「安倍政治を若者たちに渡すわけにはいかない」と訴えた。３人のあいさつの詳報は次の通り。
　【山口二郎法政大教授】
　「高校生の皆さん、本当に今日はありがとう。こんな情けない日本をつくったことについて私や佐藤さんの世代は本当は責任をとらなきゃいけない。だから、なんでこんな日本をつくったんだとみんなに糾弾されても仕方ないんだけど、今日は本当に一緒に歩いて、平和と民主主義を訴えてくれて本当にありがとうございます」
　「今年は参院選がある。１８歳以上の若者が投票に行けるようになった。今の安倍政治の本質は何でしょうか。今この瞬間のことしか考えない。５年先、１０年先、２０年先、そんなことはどうでもいい。だから原発を再稼働し、若者を使い捨て、日本の社会からドンドン未来も活力もなくなっていく。そういう政策を安倍政権は進めようとしている。人生があと１０年しかないような年寄りが若者の未来を決めてはいけない。若者の未来は若者自身が決めなければいけない。それが本当の民主主義です」
　「やっと今年から１８歳以上の若者が自分たちの未来について、みんなの生きるこの日本の将来について発言権を持つことができりようになった。皆さんと一緒に私たちも声をあわせて日本の平和と民主主義を守るために戦い抜いていきたいと思う。野党の結集もどうやら形が見えてきた。昨年夏に戦ったあの平和と憲法への思いを今度は選挙の場で１票に込めて表現しようではありませんか。引き続きみんなと一緒にがんばっていくから、応援してください。がんばりましょう」
　【佐藤学東大名誉教授】
　「本日の集会とデモ行進に集まられたティーンズソウルの高校生の皆さん、ならびに市民の皆さんに安全保障関連法に反対する学者の会を代表して熱いあいさつのスピーチを贈りたいと思う。とりわけ勇気ある行動に立ち上がっている高校生の皆さんに熱い感謝と連帯のあいさつを贈る」
　「思い起こすと、私も最初にデモに参加したのは高校２年生のときだった。その当時はベトナム戦争に反対するために、いても立ってもいられず参加した。当時は高校生の政治活動は禁止されていたために、私は隠れるように参加したことを覚えている。しかし、昨年１０月、１８歳選挙権の実行に伴って文部科学省は高校生のまっとうな政治活動、まっとうな政治教育の重要性を認めた。しかし、文科省は、文書を読むと、高校生で１８歳以上のことを有権者としてしか書いていない」
　「確かに有権者だが、高校生も中学生も子供たちも主権者だ。主権者は市民的な自由を持っている。昨今の報道によれば、都道府県教育委員会や一部の学校では、高校生の政治活動を届け出制にしようとする動きもある。全くナンセンスだ。主権者が市民的自由を持っていることは当然の権利だ。ＰＴＡ連合会は、これ以上高校生を萎縮させてはいけない。だから、高校生の市民的自由は認めるべきだという声明を発表した。ＰＴＡが支援している。皆さん、高校生の政治活動は自由です」
　「日本政府も批准した『子どもの権利条約』においても、子供たちの意見表明権が認められている。これから若い力で新しい日本の未来をつくっていきましょう。なぜ私は高校２年から、そして現在もこうして街頭に立っているのか。それは戦争は１人の人間も幸福にしないからだ。さらに戦争は与えられる…、失礼、平和は与えられるものではなく、私たちが勝ちとるものだからだ」
　「第一次世界大戦で亡くなった民間人は１７％だった。第二次大戦で亡くなった民間人は４８％だ。それから７０年、世界で３００以上の紛争が行われてきた。いったい何％の民間人が殺されたか。８４％の戦死者は民間人だ。さらに人道的支援、人道的介入の名の下に行われた国連軍の下で２０００年以降だけでも２００万人もの子供たちが殺されている。６０万人の子供たちが障害者になっている。６００万人以上の子供たちが親や住む家を失っている。あらゆる戦争で被害を受けるのは子供たちと若者たちだ」
　「私たちはこのような安倍政治を次の世代の子供たち、若者たちに渡すわけにはいかない。皆さん、安保法制を完全に廃止に追い込むまで、ともに戦い抜こう」
　【ティーンズソウルの「あいね」さん】
　「安保法制が通って年が明けて２月２１日になった。私は安保法制が可決されてから、安保法制の危険さだとか恐怖とか怒りだとか、まだまだ忘れられない。たぶんここにいる人も忘れられないで今、路上に足を運んでいるんだと思う。可決されたからといって、安保法制の危険さや違憲な点は何も変わっていない。まだまだ追及しなければいけない点がたくさんある」
　「私は言いたい。まだまだ安保法制反対の声を上げていくべきだと思う。だから私はこれからもデモに行く。デモに行って声を上げる。間違ったことには間違いだと言い続けなければいけない。なぜなら私たちは主権者だからだ」
　「いま文部科学省が高校生の政治参加届け出制を容認したりとかしたが、私はそれも言いたい。高校生だって、私たちだって主権者だ。主権者は国民にあると憲法にもきちんと書かれている。安倍政権は憲法を読めないといわれているが、その通りだなと日々私も感じている。高校生は１８歳選挙がこれからになる。来年（今年の間違いか）の夏には私たち高校生も選挙に行けます。私たちも選挙に行きます。なぜなら私たちは主権者だからだ。私たちは政治について考え、語り、日々友達と話し、その小さな一つずつの積み重ねがこの国の民主主義を作り続けていくんだと私は思う」
　「次の選挙がどれだけ大切になっていくのかということは誰でも分かる話だ。だから政治家の人たちに言いたい。私たち国民が今、何を求めているのかということを一人一人がきちんと考え、判断して、それを政治家だという誇りを持って動いてほしい。仕事だとか家族の家柄だとか周りの反応とか、そういった小さな小さなしばりで自分の思いを隠すというのは、私はどうなのかと思う」
　「今高校生は政治について考えていきたいと思って、日々私たちは考えている。ＮＨＫの調査でも選挙に行こうと言っている人は６割もいた。６割もいるのに大人の人が選挙に行かないというのはどうなのかなと思う。なので私は改めてだが、もう一度言いたい。私たち高校生はデモに行きます。選挙に行きます。日々考え、学び、友達と政治についてしゃべっていきます。２０１６年２月２１日、私は安保法制の廃止と安倍政権の退陣を求めます」
しんぶん赤旗　2016年2月23日(火)

南スーダンＰＫＯ　国連「襲撃は政府軍」　派兵自衛隊、武力行使の危険

　１７日夜から１８日にかけてアフリカ・南スーダン北東部マラカルの国連キャンプで発生した暴力事件に関し、国連安保理は１９日、南スーダン政府軍がキャンプ内に侵入して住民を攻撃したと断定する声明を発表しました。（竹下岳）



　陸上自衛隊は南スーダンに展開する国連ＰＫＯ（平和維持活動）＝国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）に約３５０人を派兵しています。戦争法に伴う任務拡大で、政府軍との交戦もあり得る深刻な実態が浮き彫りになりました。

　事件では、ディンカ人とシルク人の衝突で少なくとも１８人が死亡。５０人が負傷しました。声明は、「安保理は武装した南スーダン政府軍がＵＮＭＩＳＳキャンプに侵入し、住民に発砲し、略奪し、テントを放火したという信頼できる報告を受けた」と指摘。政府軍を含む当事者を強く非難しています。南スーダン政府軍はディンカ人が主体です。
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　声明はさらに、住民や国連に対する攻撃は「戦争犯罪」であり、国連安保理決議２２０６（２０１５年３月）に基づく経済制裁の対象になると警告しています。

　改定されたＰＫＯ法では自衛隊の任務に、「安全確保業務」と称して「住民保護」や特定区域の「監視、駐留、巡回、検問、警備」が加わり、これら任務遂行のための武器使用まで認めています。

　これに基づけば、自衛隊が国連キャンプの警備を行うことが可能になります。ＵＮＭＩＳＳは「住民保護」を主要マンデート（任務）に掲げ、そのための武力行使の権限を与えられています。

　日本政府は、海外派兵にあたり「国または国に準じる組織が登場しない」ことを前提にしています。仮に武器を使用しても、国際紛争への参加ではなく、憲法９条が禁じる「海外での武力行使」にあたらないと説明するためです。

　しかし、南スーダンで「安全確保業務」を行っていれば、「住民保護」のために「国」そのものである政府軍と交戦する可能性があります。これは政府の理屈から言っても、憲法違反の海外での武力行使そのものです。

自衛隊「最初の一発」撃つ危険

　「情け容赦ない戦闘が続いている」。日本共産党の志位和夫委員長は４日の衆院予算委員会で、多数の国連報告書を引用して南スーダンの現状を告発しました。

　数千人が死亡、２４０万人が家を追われ、２０万人が国連施設に逃げ込む―。志位氏が引用した国連報告書は「安全な場所はきわめてわずかになっている」と述べています。

　ところが、１７日から１８日にかけて、残された「安全な場所」である国連キャンプ内に武器が持ち込まれ、武装集団による衝突が発生。政府軍も加わって住民を殺傷したのです。

　犠牲者のなかには、自宅で襲撃された「国境なき医師団」（ＭＳＦ）のスタッフ２名も含まれていました。ＭＳＦによれば、最初の戦闘は約３時間続き、約６００人（大部分は女性と子ども）が病院に避難。２５人以上が銃創を負っていました。

　国連報告書によれば、政府軍による南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）への攻撃や施設への不法侵入が頻発しています。昨年４月１４日～８月１９日のＵＮＭＩＳＳに対する危害行為１０２件中９２件は政府軍・治安部隊によるものでした。５０人もの武装兵が侵入し、避難民を攻撃してテントを焼き払うという今回の事件は、一連の行為の中でも突出しています。

　それでも安倍政権は南スーダンが内戦状態にあることを認めようとせず、戦争法の一部である改定ＰＫＯ（国連平和維持活動）法に基づいて「駆け付け警護」や「安全確保業務」など自衛隊の任務を拡大し、「妨害排除」のための武器使用まで認めようとしています。今回の事例に即せば、避難民を防護するため、自衛隊が南スーダン政府軍との交戦を余儀なくされます。政府軍には多くの少年兵が駆り出されています。

　戦後、１人の戦死者も出さず、１人の外国人も殺さず、１発の弾も撃ってこなかった自衛隊。このままでは、南スーダンで「最初の１発」を撃つ危険は高まるばかりです。

公明党代表 　「憲法９条２項改正論は安保法制自己否定」
毎日新聞2016年2月22日　19時24分（最終更新　2月22日　19時24分）
　公明党の山口那津男代表は２２日、毎日新聞のインタビューに応じた。自民党から「陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない」などとした憲法９条２項の改正論が出ていることについて「安全保障関連法が３月に施行されるので、きちんと運用するのが政権の基本だ。９条２項を直ちに改正すべきだというのは（安保関連法を）自己否定する話だ」と述べ、強い不快感を示した。 
　安倍晋三首相は今夏の参院選で、おおさか維新の会などを含めた改憲に前向きな勢力で、改憲発議に必要な３分の２の議席確保を目指す考えを示している。これに関し山口氏は「仮に選挙で右の勢力が増えて力を借りたいと思っても、自公の連立を無視、または解消してそうした枠組みに切り替えれば、国民の信用を失うことになる」とけん制した。 
　さらに、憲法改正の実現には、野党第１党の民主党などの合意、国民の理解を得る「熟成」が必要と指摘。「選挙で多数をとってもにわかに熟成しない。連立への不信が芽生えるようでは国民も安心できない」と述べ、慎重に議論を進める考えを強調した。【横田愛】 
ミサイル防衛費１．５倍超　政府想定超え累計１兆５８００億円

東京新聞　2016年2月23日 朝刊
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　北朝鮮の脅威に備えた弾道ミサイル防衛（ＢＭＤ）に関し、政府が整備を始めた二〇〇四年度以降、想定を上回る規模の予算を投じていることが防衛省への取材で分かった。一六年度予算案を含めると、十三年間のＢＭＤ関連費用は累計で約一兆五千八百億円。北朝鮮が人工衛星と主張する事実上の長距離弾道ミサイル発射を受け、安倍政権は新たなミサイル迎撃システムの配備検討を表明したが、導入すればさらに費用が膨らむことになる。　（横山大輔）

　政府は〇八年四月の国会答弁で、ＢＭＤ整備費を全体で「八千億円から一兆円程度を要する」と説明していた。約一兆五千八百億円という累計額は既に一・五～二倍に達する。

　現在のＢＭＤは、海上自衛隊のイージス艦四隻に搭載したＳＭ３ミサイルと、全国に三十四基を展開する地上配備型のＰＡＣ３ミサイルの二段構えで弾道ミサイルを迎撃する。

　ＢＭＤは「スパイラル開発」と呼ばれ、順次能力向上を図る手法で開発が進むため、数が増えなくても費用が上乗せされる。実際、高性能レーダーなどの関連装備費や日米共同の開発費も加わり、毎年度数百億～一千億円超の予算がかかっている。特に安倍政権ではＢＭＤの強化を打ち出し、ＳＭ３搭載イージス艦を八隻体制に増強することを決定。一五、一六年度のＢＭＤ関連費は単年度でそれぞれ二千億円を超えた。

　北朝鮮の事実上のミサイル発射を受け、さらに配備を検討するのは、米軍の地上配備型迎撃システム「高高度防衛ミサイル（ＴＨＡＡＤ）」。迎撃高度がＳＭ３とＰＡＣ３の間で、導入すれば三段構えの体制になる。費用は米政府との協議次第だが、少なくとも数千億円との指摘がある。製造元の米ロッキード・マーチン社によると、アラブ首長国連邦に二基売却する概算契約は約二十億ドル（二千三百億円）だった。

　菅義偉（すがよしひで）官房長官は、北朝鮮による弾道ミサイル発射前は「国民の安心・安全のための対応策はしっかりと整えた」と強調したが、発射後は「国民を守るため検討を加速する」と新システム導入に意欲を示した。
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◆際限なく競争続く

　元航空自衛隊空将補でＮＰＯ法人「国際地政学研究所」の林吉永事務局長の話　弾道ミサイル防衛能力を向上させれば、相手はさらにかいくぐるミサイルを開発する。巨費を投じ新システムを導入しても「穴」は出る。際限ない競争が果てしなく続き、歯止めが利かない「安全保障のジレンマ」に陥る。安倍政権は安全保障関連法の議論で米国との「同盟強化」をあれほど強調しながら、日本を狙う弾道ミサイルに米軍とどう迎撃体制を組むか全く説明していない。国民に知らせず、巨額の予算を投じることは許されない。

＜高高度防衛ミサイル（ＴＨＡＡＤ）＞　米軍がミサイル防衛（ＭＤ）の一環として運用する地上配備型迎撃ミサイル。弾道ミサイルが大気圏外を飛んでいる間に迎撃し損なった場合に備え、大気圏内に再突入してくる高度１５０キロほどとされる段階で撃ち落とすとしている。ＰＡＣ３も地上配備型だが、着弾直前の高度十数キロで使われる。

【社説】自衛隊制服組　性急な権限拡大を憂う

東京新聞　2016年2月23日

　防衛省内で自衛官を中心とする統合幕僚監部が権限の大幅移譲を求めている、という。実力組織の性急な権限拡大は文民統制を危うくし、自衛隊への国民の信頼を損ねることにならないか、心配だ。

　かつて防衛省・自衛隊には一九五四年の発足から昨年まで採用されていた仕組みがあった。「文官優位（統制）」である。

　防衛相が各自衛隊を監督する各幕僚長に指示を出す際、官房長、局長ら「背広組」と呼ばれる内部部局（内局）の官僚が防衛相を補佐する規定だ。

　自衛隊発足当初は旧軍出身者が多く、文官優位の規定は、政治が軍事に優先する「文民統制（シビリアンコントロール）」の重要な手段と位置付けられていた。

　この文官優位の規定を変えたのが、安倍内閣による防衛省設置法改正である。この改正で各幕僚長らは官房長らと対等な立場で防衛相を補佐することになった。

　制服組の悲願でもあった文官優位規定撤廃の影響なのだろう。統合幕僚監部（統幕）がこれまで内局の運用企画局が担っていた「統合防衛及び警備に関する基本計画」策定に関する権限を、同局の廃止に伴って統幕に移譲するよう内局に求めている、という。

　有事に備えて、軍事専門的な見地から計画を策定することは必要だろうが、自衛隊は世界有数の防衛力を持つ実力組織だ。軍事的合理性だけではない、抑制的な対応も同時に求められている。

　特に、今後の計画には、集団的自衛権の行使を可能にする安全保障関連法や、昨年四月に再改定された日米防衛協力の指針（ガイドライン）の内容が反映される。

　内局を排して軍事専門家である統幕だけで計画を策定することになれば、実力組織がいよいよ独走を始めたのかと、国民に受け取られても仕方があるまい。

　自衛隊はこれまで国民に高い信頼を得てきた。内閣府による二〇一五年一月の世論調査では、国民の九割以上が自衛隊に「よい印象を持っている」と答えている。

　これは一朝一夕で得られた数字ではない。旧軍の暴走で国民を破滅的な戦争へと導いた反省から、戦後は憲法九条の下、専守防衛に徹し、抑制的な防衛力整備に努めてきた結果でもある。

　統幕への権限移譲が直ちに文民統制を脅かすことにはならないのだろうが、実力組織が急いで権限を拡大すれば、国民の誤解を招き、信頼を傷付けることになりかねない。慎重な対応が必要だ。

参院選１人区、原則取り下げへ＝野党選挙協力に弾み－共産
　共産党の志位和夫委員長は２２日、党本部で記者会見し、夏の参院選選挙区のうち改選数１の１人区への対応について「かなりの人は立候補を取り下げる」と述べ、既に擁立した独自候補を原則的に取り下げる方針を明らかにした。安倍政権に対抗するための野党系候補の一本化が狙いで、足踏み状態にあった野党の選挙協力に弾みがつく可能性がある。
　国政選挙で共産党の全面的な候補取り下げが実現すれば初めて。志位氏は「参院選まで残りわずかな中での大局に立った判断だ。野党共闘をしっかりまとめ、相手に痛打を与える」と強調した。
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　共産党は３２の１人区中、２９選挙区で候補を擁立済み。このうち、１４選挙区で民主党公認候補と、７選挙区で同党推薦候補と競合している。　
　志位氏は他党の公認・推薦候補を支援する条件として、（1）安全保障関連法廃止などを公約とする（2）共産党の支援を拒否しない－と都道府県組織レベルで確認することを挙げ、これを「唯一の条件だ」と明言。野党系候補が無所属で出馬した場合は当選後も無所属を貫くべきだとした従来の主張にはこだわらない考えを示した。
　志位氏はまた、４月２４日の衆院京都３区補選や、次期衆院選の小選挙区でも野党協力を進める方針を示した。次期衆院選では、直近の国政選挙での比例代表の得票率を基に、各野党の候補者数の比率を決めるよう提唱した。
　これに関し、共産党は２２日、町村信孝前衆院議長の死去に伴う衆院北海道５区補選で、無所属で出馬を表明している民主党道連常任幹事の池田真紀氏の推薦を発表した。
　民主、維新など５野党は２３日に幹事長・書記局長会談を開催する。共産党の新たな方針を踏まえ、１人区での調整や政策協定の内容について協議に入る。

◇共産の選挙協力方針ポイント
　一、参院選１人区で、かなりの数の候補者を取り下げ。取り下げた候補は比例代表で擁立
　一、他党の公認・推薦候補を支援する場合、（1）安全保障関連法廃止と集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回を選挙公約にする（2）共産の支援を拒否しない－ことを都道府県組織レベルで確認
　一、衆院選小選挙区の選挙協力は、原則として直近の国政選での比例代表得票率を各党が擁立する候補者数の比率に反映させる
　一、「国民連合政府」構想は引き続き主張するものの、賛同を協力条件としない（時事通信2016/02/22-20:24）
共産、参院1人区候補取り下げへ　安保法廃止公約が条件

共同通信　2016/2/22 19:56
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　参院の改選1人区で公認候補を取り下げる方針について、記者会見する共産党の志位委員長＝22日午後、東京都渋谷区の党本部　共産党は22日、夏の参院選に向け党本部で全国会議を開催した。志位和夫委員長は、民主党など他党の候補者が安全保障関連法廃止などを公約とすることや、選挙協力の意思があると確認することを条件に改選1人区で公認候補を取り下げる方針を表明した。民主、共産、維新、社民、生活の野党5党は19日、安倍政権打倒を目指すと確認しており、野党共闘を重視した。次期衆院選小選挙区での協力も検討する。

　共産は23日の野党5党による幹事長・書記局長会談でこうした方針を伝えた上で、候補者一本化に向けた具体的な協議に入りたい考えだ。

　全国会議には、都道府県委員長や公認候補者が参加した。

共産、野党候補一本化に協力へ　夏の参院選１人区
朝日新聞デジタル　星野典久　2016年2月22日22時52分
　共産党は２２日、夏の参院選の１人区で安全保障関連法廃止を公約に掲げることなどを条件に、野党候補の一本化に協力し、独自候補を取り下げる方針を正式に決めた。これまでは全選挙区に候補をたて、比例票の掘り起こしを狙うのが基本戦略だったが、市民団体の求める「野党共闘」に応じることで、デモに参加する若者ら新たな支持層の獲得を目指す。
　方針を決めた全国の都道府県委員長らとの会合後、記者会見した志位和夫委員長は「かなりの人は立候補を取り下げることになる」と明らかにした。全国で３２ある１人区のうち、共産は２９選挙区で公認候補を擁立。そのうち２１選挙区で民主の公認・推薦候補と競合しており、民主などの候補が「安保法廃止」や「選挙協力する」意思を示せば、候補者を取り下げていく。
　「国会や国政選挙でできる限りの協力を行う」ことなどで合意した１９日の野党５党首会談を受けた対応で、志位氏は「安保法制の廃止と（集団的自衛権行使容認の）閣議決定撤回の大義の実現のため、大局に立って判断をした」と強調した。
共産、１人区で擁立多数取り下げへ…候補一本化

読売新聞　2016年02月22日 21時24分

　共産党の志位委員長は２２日の記者会見で、参院選の改選定数１の「１人区」への対応について、「かなりの候補者を降ろすことになる」と述べ、すでに擁立した同党候補の多くを取り下げる方針を明らかにした。

　野党候補の一本化を図るため、多くの選挙区で他党候補の支援に回る方針を示したものだ。同党は全国３２の１人区のうち２９選挙区で公認候補を決めているが、民主党の公認・推薦候補と競合する２１選挙区の大半で候補者を降ろすとみられる。

　志位氏は、他の野党との選挙協力に関する基本方針を発表し、〈１〉安全保障関連法廃止を公約とする〈２〉共産党の選挙協力を受け入れる意思を確認する――の２点で合意することを、他党の候補者を支援する条件に据えた。２３日開かれる民主、共産、維新、社民、生活の野党５党の幹事長・書記局長会談で、こうした方針を伝える。

参院選 　共産党「１人区」独自候補を原則取り下げ方針
毎日新聞2016年2月22日　20時42分（最終更新　2月22日　22時18分）
　共産党は２２日、各都道府県代表と夏の参院選候補を集めた会議を党本部で開き、安全保障関連法の廃止を公約することなどを条件に、参院選で改選数１の「１人区」の独自候補を原則として取り下げる方針を確認した。次期衆院選でも独自候補擁立を抑制し、一本化を呼びかける。 
　志位和夫委員長は会議後に記者会見し「参院選までのわずかな期間で野党共闘をまとめなければいけない」と指摘。そのうえで独自候補の擁立について「１人区は思い切った対応をする。かなりの人（共産候補）は立候補を取り下げる。単なるすみ分けではなく、本格的な選挙協力を目指したい」と表明した。 
　独自候補取り下げは野党票の分散を避ける狙いがある。競合が解消されれば、参院選の情勢に大きく影響する可能性がある。 
　共産は、３２ある１人区のうち、２９選挙区で独自候補を擁立し、民主の公認・推薦候補とは２１選挙区で競合している。民主など他党の候補を支援する条件として、党同士の合意に加え、都道府県レベルでも（１）関連法廃止と集団的自衛権の閣議決定撤回を公約とする（２）共産党との選挙協力の意思があることを確認する。取り下げた共産候補は比例候補に変更する。 
　民主、共産、維新、社民、生活の野党５党は安保関連法の廃止法案を共同提出している。５党の候補が「安保関連法廃止」を公約とするハードルは高くないとみられる。 
　志位氏は４月の衆院京都３区補選でも野党共闘を検討する考えを示した。また、次期衆院選では、一本化で合意できた選挙区について、２０１４年衆院選での比例票の割合に応じて各党の擁立数をあてはめるべきだとして、野党５党での候補者調整を呼びかける。 
　共産は２３日に開かれる５党の幹事長・書記局長会談で方針を伝える。これを受け、５党は１人区の候補一本化に向けた具体的な協議に入る。【田所柳子】 
産経新聞　2016.2.22 21:05更新 
共産、参院選１人区候補取り下げ方針を正式決定　安保法反対の公約が条件　衆院選も検討
　共産党の志位和夫委員長は２２日、党本部で開いた全国会議で、夏の参院選の１人区で野党共闘を進めるため、他党の候補が安全保障関連法廃止などを選挙公約にすることを条件に、独自候補を取り下げる方針を正式に表明した。
　共産党は３２ある１人区に２９人擁立し、多くで民主党などと競合する。志位氏は会議後の記者会見で「かなりの方々が立候補を取り下げることになる」と述べた。その上で「単なる住み分けではなく、本格的な選挙協力を目指したい」と訴えた。取り下げた候補は比例に移るよう求めるが、志位氏は「全員取り下げるわけではない」とも述べた。
　志位氏は会議で、次期衆院選の小選挙区でも直近の国政選挙の各党の比例得票を基準に、公認候補の擁立見送りなどの協力を進める考えを表明。４月の衆院京都３区補選でも候補一本化の検討を示唆した。
産経新聞2016.2.22 12:53更新 
１人区取り下げを協議　共産、全国会議を開催
　共産党は２２日午前、党本部で夏の参院選に向け、地方組織の代表者や公認候補者を集めた全国会議を開催した。３２ある改選１人区のうち、２９の選挙区で独自候補を擁立しており、候補者の取り下げを含め、今後の方針に関して協議した。午後に志位和夫委員長が記者会見して内容を明らかにする見通しだ。
　２３日の民主、共産、維新、社民、生活の野党５党による幹事長・書記局長会談で共産党の方針を反映させる意向がある。
　共産党は２０日の幹部会合で、民主党の公認候補などと競合する選挙区をめぐり、条件付きで候補を取り下げる方針で一致した。
共産 候補者取り下げで 野党５党 調整加速へ
NHK　2月23日 4時49分
民主党など野党５党は、夏の参議院選挙での連携に向けて、２３日から、幹事長・書記局長が協議に入り、共産党が定員が１人の「１人区」で党の公認候補者の多くを取り下げる方針を示したことを踏まえ、候補者調整を加速させる見通しです。
民主党、共産党、維新の党、社民党、生活の党と山本太郎となかまたちの野党５党は、先の党首会談で、夏の参議院選挙や今後の国政選挙での勝利に向けて最大限協力することで一致しました。
　こうしたなか、２２日、共産党の志位委員長は、夏の参議院選挙で、定員が１人の「１人区」のうち、民主党や、民主党が推薦する無所属の候補者と競合している２１の選挙区について、安全保障関連法の廃止などを公約にすることを条件に、党の公認候補者の多くを取り下げる方針を表明しました。
　共産党は、候補者調整の前提としてきた「国民連合政府」の構想も、当面、棚上げする方針で、民主党の岡田代表が「共産党が候補者を降ろすならば、民主党にとっては、自民党と戦ううえで非常に条件がよくなることは間違いない」と述べるなど、ほかの４党から歓迎する声が出ています。
　５党は、２３日、幹事長・書記局長が会談して実務的な協議に入ることにしていて、共産党の方針転換を踏まえ、全国で３２ある「１人区」を中心に、候補者調整を加速させる見通しです。 
共産 １人区で候補取り下げ 安保法廃止など条件
NHK　2月22日 19時05分
共産党の志位委員長は、党本部で開いた会合で、夏の参議院選挙で定員が１人の「１人区」のうち、民主党などと競合している選挙区について、安全保障関連法の廃止などを公約にすることを条件に、党の公認候補者の多くを取り下げる方針を表明しました。
夏の参議院選挙を巡って、共産党は先週の野党５党の党首会談で、志位委員長が候補者調整の前提としてきた「国民連合政府」の構想を、当面棚上げする考えを伝えたことを受けて、２２日党本部で地方組織の責任者を集めた会議を開きました。この中で、志位委員長は参議院選挙で定員が１人の「１人区」のうち、民主党の候補者などと競合している選挙区への対応について、安全保障関連法の廃止や、集団的自衛権の行使を容認した閣議決定の撤回を選挙公約とすることを確認したうえで、党の公認候補者の多くを取り下げる方針を示し了承されました。
　このあと、志位氏は記者会見し「参議院選挙まで残りの期間は僅かなので、野党共闘を成立させなければならず大局に立って判断した。１人区の候補者のかなりの方々は立候補を取り下げることになる」と述べました。
　共産党は、これまでに全国で３２ある「１人区」のうち、２９の選挙区に党の公認候補者を擁立していて、このうち１４の選挙区で民主党の公認候補者と競合しているほか、７つの選挙区で民主党が推薦する無所属の候補者と競い合っています。
　共産党は、２３日予定されている野党５党の幹事長・書記局長会談で、「１人区」での方針を伝えたうえで、候補者の一本化に向けて各党との協議を進めていきたいとしています。 
共産、参院選１人区で候補大幅取り下げ　野党共闘、反安保法公約が条件

東京新聞　2016年2月23日 朝刊 

　共産党の志位和夫委員長は二十二日、党本部で記者会見し、夏の参院選で三十二ある全改選一人区を対象に野党勢力を結集して自民党に対抗するため、既に擁立した公認候補のうち「かなりの人は立候補を取り下げることになる」と正式に表明した。競合する民主党公認・推薦候補らが、安全保障関連法廃止と集団的自衛権の行使を認めた閣議決定の撤回を選挙公約にすることを条件とする。次期衆院選の野党協力にも言及した。　

　会見に先立つ党全国会議で、こうした方針を示した。一人区での一本化を模索する民主、維新、社民、生活各党と二十三日に開く五党幹事長・書記局長会談でも説明し、調整を急ぐ。

　志位氏は「大局に立って野党共闘を成功させる立場に立てば、思い切った対応が必要だ」と強調。労働法制や原発など、安保関係以外の政策課題でも可能な限りの合意を目指すという。

　次期衆院選の小選挙区は「参院選一人区と同じ方針というわけにはいかない」と指摘。その上で各野党の直近の国政選挙での比例得票などを勘案しながら「ギブ・アンド・テークを原則に推進したい」と、協議を進める考えを示した。

　共産党は参院選で一人区のうち、二十九選挙区で公認候補を決定済み。十四選挙区で民主党公認候補、七選挙区で野党系の無所属候補との競合が見込まれる。今のところ参院熊本選挙区と四月の衆院北海道５区補選を除き、共産党を含む野党共闘は成立していない。

　共産党は参院選の選挙区、衆院選の小選挙区の全てで独自候補擁立を原則としてきた。二〇〇九年衆院選では、共産党が三百選挙区の多くで擁立を見送り、民主党政権の誕生を後押しした。　（宮尾幹成）
参院選１人区の対応発表へ＝共産・志位氏が記者会見
　共産党は２２日、各都道府県委員長と夏の参院選候補者を集めた会議を党本部で開き、参院選選挙区のうち改選数１の１人区への対応について協議した。同党は、安倍政権に対抗する野党共闘を優先する立場から、民主党などと一定の合意に達すれば擁立済みの独自候補を取り下げる方針で、この後、志位和夫委員長が記者会見して発表する。
　志位氏は１９日、民主、維新両党などとの５野党党首会談で、１人区の戦い方について「思い切った対応をしたい」と述べ、擁立の撤回に幅広く応じる意向を表明。野党各党に呼び掛けていた国民連合政府構想を選挙協力の条件としない考えも伝えた。
　５野党は２３日に幹事長・書記局長会談を開き、１人区での候補者一本化や政策協定の内容について協議を始める予定。この場で共産党は２２日に発表する方針を説明し、共闘を呼び掛ける。（2016/02/22-15:30）
しんぶん赤旗　2016年2月23日(火)

５野党合意が開いた新局面参院選　全党が心一つに　野党の勝利　日本共産党躍進必ず

都道府県委員長・候補者会議開く　志位委員長が報告

　日本共産党は２２日、党本部で全国都道府県委員長・参院選候補者会議を開きました。１９日の５野党党首会談合意による新しい画期的な政治局面を受けて、緊急に意思統一を行うために開催したもの。志位和夫委員長が、(1)５野党党首会談の合意の意義(2)選挙協力の協議にのぞむ基本方針(3)参議院選挙の勝利・躍進をめざす方針―の三つの主題で報告しました。「５野党党首会談での選挙協力の合意は、政治を変える希望を多くの人々にもたらすとともに、わが党への注目と期待を大きく広げています。今まさに党躍進のチャンスの情勢です。全党が心を一つに、日本共産党躍進の大きな流れを、全国どこでもつくりだそう」との志位氏の呼びかけに、大きな拍手が起こりました。（志位委員長の報告全文）


　志位氏は、５野党党首会談合意について、「野党は共闘」を望む多くの国民にこたえた、きわめて重要で画期的な確認であり、日本の政治に日本国憲法の平和主義、立憲主義、民主主義を取り戻す上で大きな前進の一歩となると、その政治的意義を強調。合意をかちとった力は、第一に、戦争法廃止、「野党は共闘を」と求める世論と運動の力によるものであり、第二に、日本共産党が「『戦争法廃止の国民連合政府』の提案」を行い、その実現のために奮闘してきたことが重要な貢献になったと指摘しました。

　その上で、選挙協力の協議にのぞむ基本方針として７点を重視し対応すると強調しました。

　第１。党首会談の合意にもとづいて、戦争法（安保法制）廃止、集団的自衛権行使容認の「閣議決定」撤回を、国政選挙における野党各党の選挙公約とすることを確認する。政権の問題については、日本共産党は「戦争法廃止の国民連合政府」の「提案」を引き続き主張し、「提案」の方向での合意形成を目指します。
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（写真）参院選勝利に向け、団結してがんばろうと拳を上げる都道府県委員長・参院選候補者会議の参加者＝２２日、党本部


　第２。選挙協力の協議では、参院選１人区を優先して協議を進める。

　第３。参院選１人区で、他党の公認候補者・推薦候補者を応援する場合は、中央段階の協議と確認を踏まえ、日本共産党の都道府県委員会と候補者本人・他党県連間で、(1)安保法制廃止、閣議決定撤回を選挙公約とすること(2)選挙協力の意思があることを確認すること―を条件とする。

　第４。無所属の野党統一候補の擁立は、可能性があるところでは追求する。

　第５。選挙協力の形態は、地域の実情に応じて幅をもった対応となるが、単なる「すみわけ」ではなく本格的な｢協力｣をめざす。

　第６。戦争法（安保法制）以外の政策課題でも、可能な限りの一致点を得ることを追求する。

　第７。衆院選小選挙区における選挙協力は、直近の国政選挙の比例代表選挙の野党各党の得票を基準にした「ギブ・アンド・テイク｣を原則として推進する｡

　志位氏は同日夕に記者会見し、「基本方針を国民の前に明らかにして政党間協議にのぞむ」と表明。２３日にも開始される各党書記局長・幹事長による協議で、「できるだけ速やかに参院選１人区の選挙協力について具体的な合意を得るよう力を尽くします」と決意を語りました。
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（写真）報告する志位和夫委員長


　全国都道府県委員長・参院選候補者会議で志位氏は、参院選の勝利・躍進をめざす方針の諸点を強調しました。

　第１は、野党党首会談の合意を具体化する中で、参院選１人区の立候補を取り下げた場合、「原則として比例代表予定候補者となっていただき、その県を中心に活動していただきたい」と提起しました。

　第２は、参院選の目標として(1)野党が結束してたたかい自公とその補完勢力を少数に追い込む(2)日本共産党の躍進をかちとる―との二つで奮闘し、党躍進に向けて、全国どこでも「比例を軸に」を貫き、比例代表で「８５０万票、１５％以上」を必ず獲得し、８人以上の当選を勝ち取ることです。

　第３に、４月２４日投票の二つの衆院補欠選挙（北海道５区、京都３区）で野党が勝利を勝ち取ることです。

　第４に、戦争法の具体的危険を告発し、戦争法廃止の２０００万署名の目標を達成することをはじめ、国民運動の大きな高揚の中で選挙戦をたたかうことの特別の重要性です。

　その上で５点目として志位氏は、日本共産党の躍進を必ず勝ち取るために、党をどう押し出すかについて、(1)安倍政治の暴走に確かな足場を持って対決し、転換の展望を指し示す党(2)国民の共同、野党の共同を何よりも大切にし、共同の力で政治を変える党(3)安倍政権に代わる責任ある政権構想―「国民連合政府」を提唱する党―という３点を強調しました。

　最後に志位氏は、選挙協力に向けた野党間の協議の期間も、参院選躍進に向けた取り組みを中断させず、発展させることが重要ですと強調。比例代表選挙での躍進、複数定数選挙区での必勝をめざす取り組み、党勢拡大に全力を挙げようではありませんかと呼びかけました。

５野党党首会談での確認事項 

①安保法制の廃止と集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回を共通の目標とする。

②安倍政権の打倒を目指す。

③国政選挙で現与党およびその補完勢力を少数に追い込む。

④国会における対応や国政選挙などあらゆる場面でできる限りの協力を行う。

強い歓迎、確信、決意みなぎる討論に

志位委員長が結語

　日本共産党の志位和夫委員長は２２日の都道府県委員長・参院選候補者会議で結語を述べ、「全体を通じて、５野党党首会談での合意とそれを受けての新しい活動の方向について、強い歓迎、そして確信、勝利と躍進への決意がみなぎる討論になりました」と語りました。

　志位氏は、発言をきいて「わが党の活動の水準が非常に豊かに発展しつつあると感じました」と表明。戦争法廃止にむけ国民連合政府を提案した昨年９月１９日の党第４回中央委員会総会以降の５カ月間で、他党との協議・交渉、立場の違う市民・国民運動の人たちといろいろな話し合いを続けてきた各県委員長らの活動について、「その県の日本共産党を代表する政治家として、多面的な活動に乗り出してきている」と指摘。「そういう水準に党の活動が発展しつつある。苦労はありますがやりがいのある苦労と考えて、今後も発展させてほしい」と強調しました。

　３２ある参院選１人区での選挙協力について志位氏は、“与党・補完勢力対５野党と広範な市民”という選挙の構図が鮮明になると指摘し､複数区､比例区の全局を左右する意義をもつと強調しました。

　会議のなかで出た質問に一つ一つ答えた志位氏は最後に、機関紙拡大が４カ月連続して後退している事実を率直に指摘し、「『比例が軸』の試金石は党勢拡大です。２月から必ず前進へと転じたい。党勢の上げ潮をつくりだし、参院選での野党の勝利、共産党の躍進にむけがんばりぬこう」とよびかけました。

しんぶん赤旗　2016年2月23日(火)

全国都道府県委員長・参院選候補者会議への　志位委員長の報告
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（写真）報告する志位和夫委員長＝２２日、党本部


　日本共産党の志位和夫委員長が２２日の全国都道府県委員長・参院選候補者会議で行った報告は次のとおりです。

　みなさん、おはようございます。連日のご奮闘に心からの敬意を申し上げます。

　私は、常任幹部会を代表して、全国都道府県委員長・参院選候補者会議への報告を行います。

　まず、この会議を招集した目的についてのべます。

　２月１９日、５野党党首会談――日本共産党、民主党、維新の党、社会民主党、生活の党の５党による党首会談が行われ、国政選挙での選挙協力の協議に入るという合意がかわされました。わが党は、昨年、９月１９日の４中総決定――「戦争法（安保法制）廃止の国民連合政府」の「提案」にもとづいて、この５カ月間、野党共闘のための努力を粘り強く続けてきましたが、２月１９日の５野党党首会談の合意によって、新しい画期的な政治局面が開かれました。

　この新しい政治局面にどう対応し、参議院選挙での勝利・躍進の道をどう切り開くかについて、緊急に意思統一を行うために、この会議を招集いたしました。

一、５野党党首会談の内容とその意義について

　報告の第１の主題は、５野党党首会談の内容とその意義についてであります。

（１）５野党党首会談では、まず安保法制＝戦争法を廃止する法案を共同して提出することを確認しました。安保法制廃止法案の共同提出は、この法制に対して怒りと不安をもつ多くの国民の声にこたえる重要な意義をもつものです。国民の前で、この法案を真剣に審議することを、与党に強く求めていきます。

（２）そのうえで、党首会談では、５野党共同の取り組みの方針として、次の４点を確認しました。

　第１に、安保法制の廃止と集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回を共通の目標とする。

　第２に、安倍政権の打倒をめざす。

　第３は、国政選挙で現与党およびその補完勢力を少数に追い込む。

　第４は、国会における対応や国政選挙などあらゆる場面でできる限りの協力を行う。

　これらの目的を達成するために、５野党の幹事長と書記局長間で早急に協議をし、具体化をはかる。

　以上が５野党党首会談での確認の内容であります。

　私は、党首会談の席で、この確認事項に全面的賛同を表明するとともに、わが党は、誠実かつ真剣に協議に臨み、できるだけ速やかに合意を得るために力をつくす決意だとのべました。また、参議院選挙の１人区の候補者調整にあたっては、安保法制＝戦争法の廃止、立憲主義回復という大義の実現のために、わが党としては思い切った対応を行うことを表明しました。

（３）さらに、わが党が一貫して追求している「戦争法（安保法制）廃止の国民連合政府」について、私は、党首会談の席で、次のように表明しました。

　「この場で合意を求めるということではありませんが、一言、表明しておきたい。わが党は、安保法制＝戦争法の廃止、集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回のためには、この二つの仕事を実行する政府――『国民連合政府』が必要だと主張してきましたし、今もその立場は変わりありません。同時に、この問題については、賛否さまざまだということも承知しています。そこで政権の問題は、横に置いて選挙協力の協議に入り、今後の協議のなかでわが党の主張をしていきたいと考えています」

　５野党の間で、安倍政権に代わる政権構想については、まだ合意がつくられていません。そこで、この問題は「横に置いて」――保留して、まず選挙協力の協議に入るという判断をし、その旨を表明しました。

　党首会談の席での私のこの表明について、座長の民主党・岡田（克也）代表から、各党に意見が求められましたが、どの党からも異論は提起されませんでした。党首会談の確認でも、連合政府の必要性は否定されていませんし、むしろ四つの確認事項を実行しようとすれば政権の問題は避けて通ることはできなくなってくるでしょう。わが党は、「国民連合政府」について、「これしかない」という必然性をもった「提案」だという確信をもっており、この「提案」の方向で野党間の合意形成が図られるよう引き続き努力をしていきます。

（４）つぎに５野党党首会談での合意の意義についてのべます。

　５野党党首会談で、安保法制廃止と集団的自衛権行使容認の閣議決定の撤回を共通の目標として確認し、国政選挙での選挙協力を行うことを確認し、それを具体化するための協議開始が確認されたことは、「野党は共闘」を望む多くの国民の声にこたえた、きわめて重要な合意、画期的な合意となりました。

　日本共産党の歴史のなかでも、国政選挙で、戦争法廃止と立憲主義の回復という国政の根幹にかかわる課題を共通の目標として、全国的な規模での選挙協力に踏み込む、その合意が得られたということは、文字通り初めてのことであります。この合意は、日本の政治に、日本国憲法の平和主義、立憲主義、民主主義を取り戻していくうえで、大きな前進の一歩となるものであります。

　この合意の達成にいたった力は何か。二つの点をのべたいと思います。

　第１に、それは何よりも世論と運動の力によるものです。戦争法が強行された後も、その廃止を求める国民運動、市民運動が継続的に発展し、そのなかで「野党は共闘」を求める世論と運動が広がったことが、この合意を達成するうえで大きな後押しとなりました。まさに国民の力がつくりだした合意であります。戦争法が強行された９月１９日を忘れるなと、毎月、１９日には、東京でも全国でも大規模な戦争法廃止の運動が続いてきましたが、ちょうど５カ月目の２月１９日に５野党党首会談の合意が実ったことは、今回の合意をつくりだした力が、国民の運動、市民の運動にあったことを象徴的に示すものです。

　第２に、わが党が「戦争法廃止の国民連合政府」の「提案」を行い、その実現のために中央でも地方でも奮闘してきたことが、重要な貢献となりました。わが党の「提案」のうち、安保法制＝戦争法廃止、集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回という政治的な合意、国政選挙での選挙協力の合意が、５野党で確認されたことはきわめて重要であります。「提案」にそくして原則的かつ柔軟な努力を重ねてきた全国の党組織と候補者のみなさんの奮闘が、この合意へと実りました。私たちは先日の全国候補者会議の場で、「わき目もふらずに党躍進のために奮闘を」と呼びかけました。この呼びかけにこたえて、候補者のみなさんを先頭に大奮闘していただいた。このことも今回の野党党首会談の合意につながりました。私は、全国の党組織のみなさんの奮闘、とりわけ予定候補者のみなさんの奮闘に、心からの敬意と感謝を申し上げるものです。

　すでに「しんぶん赤旗」でも紹介していますが、今回の野党党首合意に対して、安保法制＝戦争法反対のたたかいを、ともに取り組んできた方々をはじめ、広範な国民から強い歓迎の声が寄せられています。党本部にも、「涙が出るほど感動し、胸がふるえた」など、多くの歓迎と激励の電話やメールが寄せられています。

　政府・与党からの反応もさっそく伝わってきました。自民党の二階（俊博）総務会長は、１９日の記者会見で、「共産党がそういう戦法で来るなら、絶対に負けないよう自民、公明両党が団結して徹底的にたたかう」と強調し、対抗心をあらわにしました。

　おおいに受けて立とうではありませんか。５野党党首会談の合意に対して、多くの国民から強い歓迎と激励が寄せられていることを全党の大きな確信にして、参議院選挙での勝利・躍進を必ず勝ち取ろうではありませんか。

二、選挙協力の協議にのぞむ基本方針について

　報告の第２の主題として、選挙協力の協議にのぞむ基本方針についてのべます。

　５野党党首会談での確認は、選挙協力のスタートラインに立ったということであって、この確認を具体化する協議はこれからです。わが党は、選挙協力の協議にのぞむ基本方針として、次の諸点を重視して対応していきます。

（１）第１に、党首会談の合意にもとづいて、安保法制＝戦争法廃止、集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回を、国政選挙における野党各党の選挙公約とすることを確認していきたいと思います。政権の問題については、「戦争法（安保法制）廃止の国民連合政府」をめざす日本共産党の「提案」を引き続き主張し、「提案」の方向での合意形成をめざします。

（２）第２に、選挙協力の協議にあたっては、まず参議院選挙１人区での選挙協力について合意を得ることを優先して協議を進めるようにしたいと思います。

（３）第３に、参議院選挙１人区で、わが党が、他党の公認候補者および推薦候補者を応援する場合は、中央段階での協議と確認を踏まえて、わが党の県委員会と候補者本人・県連との間で、(1)安保法制廃止、閣議決定撤回を選挙公約とすること、(2)選挙協力の意思があることを確認することを、その条件とします。

（４）第４に、熊本県ですでに実現しているような無所属の野党統一候補の擁立は、きわめて重要な意義をもつものであり、可能性があるところではそれを追求します。

（５）第５は、選挙協力の形態は、地域の実情に応じて幅をもった対応となりますが、わが党としては、単なる「すみわけ」ではなく、本格的な「協力」をめざします。選挙協力が合意されたとしても自民、公明に勝つことは容易ではありません。政党・団体・個人が力をあわせ、それぞれが全力を発揮してたたかってこそ、勝利の道は開かれます。

（６）第６に、安保法制＝戦争法以外の政策課題についても、中央段階、県段階で協議し、可能な限りの一致点を得ることを追求します。

　５野党党首会談では「安倍政権打倒をめざす」ことを確認しており、この立場に立って協議をすれば、安倍政権の国民の利益に背く暴走をストップし、転換をはかるという点で、切実な暮らしと経済の問題なども含めて、さまざまな一致点をつくり得ると考えます。

（７）第７に、衆議院選挙の小選挙区における選挙協力は、参院選１人区での選挙協力と同じ方針というわけにはいきません。参議院選挙では複数定数の選挙区が一定部分を占め、有権者全体の約６割を占めますが、衆議院選挙では選挙区はすべて小選挙区です。衆議院選挙で野党共闘を成功させながら、同時に、日本共産党の躍進を勝ち取るために、次のような方針で協議にのぞむようにします。

　衆議院選挙の小選挙区における選挙協力は、直近の国政選挙の比例代表選挙の野党各党の得票を基準にした、「ギブ・アンド・テイク」を原則として推進することとしたい。これがわが党の提案です。そのための他党との協議は、中央段階で責任をもって進めるようにしたいと思います。

　わが党が、他党の公認候補者および推薦候補者を応援する場合は、第３の方針と同様の方針――中央段階での協議と確認を踏まえて、わが党の都道府県委員会と候補者本人・県連との間で、(1)安保法制廃止、閣議決定撤回を選挙公約とすること、(2)選挙協力の意思があることを確認することを、その条件とします。

　いつ解散・総選挙となっても対応できるよう、中央段階の協議と並行して、各都道府県委員会は、党中央とよく相談して、小選挙区予定候補者の擁立を進めていくようにしていただきたいと思います。

　以上が選挙協力の協議にのぞむわが党としての基本方針です。明日にも、書記局長・幹事長による協議が開始されます。わが党としては、５野党党首会談の合意にもとづいて、いまのべた基本方針にたって、できるだけ速やかに、まずは参議院選挙１人区での選挙協力について具体的な合意を得るように、力をつくすものであります。

三、参議院選挙の勝利・躍進をめざす方針について

　報告の第３の主題として、参議院選挙の勝利・躍進をめざす方針についてのべます。参議院選挙をたたかう基本方針については、すでに中央委員会総会決定や幹部会決定で明らかにされていますが、それにくわえて、５野党党首会談の合意を踏まえて、次の諸点を重視して奮闘したいと思います。

（１）第１は、参議院選挙１人区の予定候補者のみなさんの活動についてであります。野党党首会談の合意を具体化するなかで、参議院１人区の予定候補者のかなりの方々は、立候補を取り下げることになると思います。率直に言って、４中総決定という新しい方針のもとでの候補者活動には、新しい方針の先頭に立つ開拓者としての喜びとともに、複雑さや、困難もあったと思います。たくさんの苦労をされてきたことと思います。候補者のみなさんの奮闘があったからこそ、５野党党首会談の合意に到達することができたということを、私は強調したいと思います。政治的大義に立って、一度表明した立候補を取り下げるというのは勇気のいることですし、日本共産党員ならではの行動であります。私は、党中央委員会を代表して、予定候補者のみなさんのこれまでの奮闘に、心からの敬意と感謝を申し上げるものであります。

　そのうえで、お願いですが、選挙区予定候補者のみなさんが、立候補を取り下げることになった場合には、原則として比例代表予定候補者となっていただき、その県を中心に活動していただきたいと考えています。選挙区予定候補者として蓄積してきたたくさんの活動の成果があると思います。それを今度は、比例代表予定候補者としてさらに発展させていただきたい。そういう方向で、個別によく相談させていただきたいと考えています。わが党の躍進のうえでは、「比例を軸に」がいよいよ重要になってきますが、予定候補者という点でも、躍進のためのかつてない厚い体制を築いて、この選挙を勝ち抜きたいと思います。

（２）第２に、５野党党首会談で野党共闘が確認されたもとで、次の二つを参議院選挙の目標として奮闘するようにします。

　第１は、野党が結束してたたかい、自公とその補完勢力を少数に追い込むことであります。わが党は、全国３２の１人区のすべてで、しっかりとした野党共闘を実現し、自公とその補完勢力に勝利することをめざして、他の野党としっかりスクラムを組んで奮闘するものであります。

　第２は、日本共産党の躍進を必ず勝ち取ることであります。「国民連合政府」と野党共闘を呼びかけた党として、また日本の政治の根本的転換のためにも、日本共産党の躍進は国民への責任だと肝に銘じて頑張りぬきます。全国どこでも「比例を軸に」を貫き、全党の力を一つに集めて、比例代表で「８５０万票、１５％以上」を必ず獲得し、８人以上の当選を必ず勝ち取ろうではありませんか。１３の複数定数の選挙区では、そのすべてで日本共産党公認候補の必勝をめざしてたたかいます。

（３）第３に、４月２４日投票の二つの衆院補欠選挙――衆院北海道５区補選、衆院京都３区補選で、野党が勝利を勝ち取ることは、その後の参議院選挙、総選挙にとっても、きわめて重要であります。

　北海道５区は筋の通った野党共闘が成立しました。私は、共闘の成立のために尽力されたすべての方々、とりわけ予定候補者として奮闘した橋本美香さんに、心からの敬意を申し上げるものです。わが党は、野党統一候補となった池田真紀さんの勝利のために全力をあげて奮闘します。

　京都３区は、急な選挙になりましたが、５野党党首会談で合意が確認されたという新しい状況を踏まえ、党首会談の合意の立場にたって対応するようにします。

（４）第４に、戦争法の具体的危険を告発し、戦争法廃止の２０００万署名を達成することをはじめ、国民運動の大きな高揚をつくりだすなかで、選挙戦をたたかうことの特別の重要性を強調したいと思います。

　すでに５野党党首会談の合意は、国民運動全体を大きく励まし、はじけるような新しい勢いをつくり出していますが、さまざまな国民運動の大きな高揚のなかで、国民とともに選挙をたたかうようにしたいと思います。

　わが党は、国会論戦で、戦争法の発動によって「殺し、殺される」現実の危険がどこにあるかを、南スーダンＰＫＯに派兵された自衛隊の任務拡大、対ＩＳ軍事作戦への自衛隊の参加という二つの具体的問題で追及しました。戦争法の現実の危険という問題は、ここにきてメディアの注目も向けられるようになってきています。昨日付の「朝日」では、「南スーダン緊迫ＰＫＯ　遅れる新政権樹立　武装兵満載のトラック往来」の見出しで、内戦状態に陥っている南スーダンの現状を報道するとともに、わが党の論戦を紹介し、「事実上の内戦状態の中で、自衛隊の任務や武器使用の範囲が広がれば、それだけ隊員らの危険は高まる」と報じました。

　戦争法の本質的な危険がどこにあるか、差し迫った現実の危険がどこにあるかを、多くの国民のものにしていくことは、廃止の世論と運動を広げていくうえで、決定的に重要であります。国会論戦の成果も活用し、戦争法廃止の国民運動の大きな高揚をつくりだす先頭に立ち、戦争法廃止の２０００万署名を達成するために全力をあげることを、強く呼びかけるものであります。

（５）第５に、日本共産党の躍進を勝ち取るために、党をどう押し出すか。野党共闘によって野党全体の勝利のために奮闘しながら、党の躍進を勝ち取る。そのさいに、党をどう押し出すか。つぎのような諸点を重視して訴えていきたいと思います。

　一つは、「安倍政権の暴走に確かな足場をもって対決し、転換の展望を指し示す党」という押し出しであります。

　たとえば戦争法廃止という課題を考えてみますと、この法制の本質は、日米新「ガイドライン」の具体化であり、日米軍事同盟のこれまでとは質的に異なる侵略的強化というところにあります。戦争法を廃止するということは、日本の政治に立憲主義・民主主義・平和主義を取り戻す意義をもつものであるとともに、異常な「アメリカいいなり政治」を打破するきわめて重要な一歩となります。異常な対米従属の打破という綱領的立場に立つ日本共産党の躍進は、この悪法を廃止する確かな力になる。このことを大いに訴えてたたかいたいと思います。

　経済問題でも、わが党は、「アベノミクス」を根本から批判するとともに、「貧困と格差をただし、暮らし最優先で経済再生をはかる四つの提案」――消費税１０％増税の中止、社会保障削減から充実への転換、人間らしい雇用のルールの確立、ＴＰＰ（環太平洋連携協定）交渉からの撤退――を提唱していますが、このすべてを貫いているのは「財界中心の政治」のゆがみをおおもとからただすという綱領的立場です。そうしたしっかりした対決の足場と、転換の展望を指し示す日本共産党の躍進こそ、国民の暮らしを守り、経済政策を抜本的に転換する確かな力になる、このこともおおいに訴えていきたいと思います。

　自民党政治を根本から変える綱領を持つ党――日本共産党の綱領的な値打ちを縦横に訴えていこうではありませんか。

　二つ目は、「国民の共同、野党の共同を何よりも大切にし、共同の力で政治を変える党」という押し出しであります。

　もともと統一戦線の力で政治を変えるというのは、わが党の綱領路線の一貫した立場ですが、４中総決定――「戦争法廃止の国民連合政府」の「提案」と、それにもとづく野党共闘をめざす粘り強い実践は、今日の情勢のもとで、統一戦線の方針を大胆に具体化・発展させるものになっています。

　そしてこの間の全党の努力を通じて、「国民の共同の力で政治を変える党」というわが党の値打ちは、よりいっそう光っているのではないでしょうか。また、その値打ちは、参議院選挙のたたかいそのものの中でも示されていますし、今後、野党共闘が具体化されていけば、いっそう生きた形で示されてくると思います。「国民の共同の力で政治を変える党」――、この党の値打ちを大いに訴えていこうではありませんか。

　三つ目は、「安倍政権に代わる責任ある政権構想――『国民連合政府』を提唱する党」という押し出しであります。

　さきほどのべたように、安倍政権に代わる政権構想をどうするかは、まだ野党間で合意がつくられていません。しかし、今後の情勢の展開のなかで、政権の問題は、どの野党にとっても避けて通れなくなることは間違いありません。

　たとえば茂木（敏充）自民選対委員長は、野党に統一候補擁立の動きがあることに関し、こうのべました。「統一候補との全面的な対立になれば、自公両党の安定政権か、共産党も入った革新勢力にこの国をゆだねるのかの選択となる。国民の明確な判断を仰ぎたい」。相手は「政権選択だ」といって、今度の選挙をたたかおうとしている。相手がこういう構えで野党共闘に対抗しようというもとで、そういう動きとの関係でも、野党がどういう政権構想をもつかがいや応なしに問われてきます。野党間で政権問題についての前向きの合意をつくることは、政府・与党による野党共闘に対する攻撃を打ち破っていくうえでも、きわめて重要になってくることを強調したいと思います。そういう見地で他の野党ともよく話し合っていきたいと思います。

　日本共産党は、この問題について確かな答えを持っています。安倍政権に代わる合理的で現実的な政権構想――「国民連合政府」という政権構想を持っています。こうした責任ある政権構想を掲げる日本共産党を躍進させることは、安倍政権を倒し、日本の政治を変える確かな力となる。「日本共産党の躍進で国民連合政府の実現を」――このことを大いに訴えて選挙戦をたたかおうではありませんか。

（６）最後に訴えたいのは、野党の選挙協力の具体化は、できるだけ速やかに合意を得る努力を行いますが、相手があることでもあり、若干の時間を要します。選挙協力の協議をしている期間も、参議院選挙躍進に向けた取り組みを絶対に中断させず、発展させることが重要であります。

　全国どこでも、比例代表での躍進を目指す取り組みを、投票日からの逆算で「やるべきことを、やるべきときまでにやり抜く」という見地で、一気に加速させようではありませんか。全国１３の複数定数の選挙区での必勝を目指す取り組みに、全力をあげようではありませんか。選挙戦の取り組みと一体に、党を強く大きくする仕事――党員拡大を根幹にした党勢拡大に全力をあげようではありませんか。

　５野党党首会談での選挙協力での合意は、日本の政治を変える大きな希望を多くの人にもたらすとともに、日本共産党への注目と期待を大きく広げています。今まさに党躍進のチャンスの情勢であります。全党が心を一つに、日本共産党躍進の大きな流れを、全国どこでもつくりだすことを心から訴えて私の報告といたします。

野党の選挙協力を批判＝自民幹事長
　自民党の谷垣禎一幹事長は２２日の記者会見で、共産党が夏の参院選で野党選挙協力のため１人区で候補者を原則取り下げることについて、「共産党と民主党の共通点は一体何なのか。当選した後どういう活動をするのか。おかしな結果が出てくる」と批判した。民主党に対しても「（共産との協力は）自らの存在意義を否定する行為だ」と述べ、けん制した。（時事通信2016/02/22-20:35）
共産との選挙協力は「自殺行為」　谷垣氏、すぐに訂正
朝日新聞デジタル　2016年2月22日23時14分
　自民党の谷垣禎一幹事長は２２日の記者会見で、夏の参院選に向け民主党が共産党と進める選挙協力について「民主党にとっては自殺行為」と表現し、直後に訂正した。閣僚や自民党議員の不適切発言が続くなか、刺激的な表現が波紋を呼ぶのを避けようとしたようだ。
　谷垣氏は会見で、共産党が「野党共闘」のため１人区への候補者擁立を見送る方針を決めたことへの感想を問われ、「（共産党との連携は）政権交代可能な体制を作ろうとしてきた民主党にとっては自殺行為だろう」と語った。その後の質問で「『自らの存在意義を否定する行為』と訂正させていただきます」と発言を取り消した。谷垣氏は党内で相次ぐ不適切発言に、会見直前の役員会でも党内の引き締めを確認したばかりだった。
産経新聞　2016.2.22 21:05更新 
自民・谷垣幹事長、野党共闘は民主党の「自殺」→「存在否定」と訂正　閣僚らの不適切発言よぎったか

記者会見する自民党の谷垣幹事長＝２２日午後、国会
　自民党の谷垣禎一幹事長は２２日の記者会見で、夏の参院選の改選１人区をめぐり、共産党が野党共闘に向けて多くの独自候補を条件つきで取り下げる方針を示した影響について「政権交代可能な態勢をつくるところで、民主党にとっては自殺行為だ」と述べた。
　３２ある１人区のうち、多くで共産党は民主党などと競合。野党統一候補の誕生によって民主党の存在感が薄まることを「自殺行為」と表現したとみられる。
　閣僚や自民党議員の相次ぐ不適切発言を受け、党内の引き締めを図ってきた谷垣氏。自らの発言が呼び起こす波紋が頭をよぎったのか、会見の途中で「私、自殺行為と言ったのですかね。なぜ言ったのか」と困惑した表情をのぞかせ、「自殺行為」を撤回。「自らの存在意義を否定する行為」とわざわざ訂正した。
　一方で、共産党と民主党などの野党共闘については「共通点はいったい何だろうか。統一候補が当選した後、どのような活動を取るのか。おかしな結果が出てくることが予想できる」と皮肉たっぷりに述べた。
子どもの言い訳と野田氏　議員定数減の首相説明

共同通信　2016/2/23 00:49

　民主党の野田佳彦前首相は22日、衆院予算委員会で先週質疑を交わした安倍晋三首相が議員定数削減が実現できていないのは「与野党の共同責任だ」とした点を踏まえ「子どもがお母さんに叱られたときと同じパターンだ。『僕だけじゃないよ』という言い訳だ」とやゆした。東京都内で開かれた党所属元議員のパーティーで述べた。

　野田氏は2012年の党首討論で衆院議員定数削減を首相と約束した経緯がある。「私はおふくろに『何とかちゃんはいいの。あなたが謝りなさい』と厳しく叱られたが、首相は最後まで謝らなかった」と話した。

首相の発言「叱られた子の言い訳と同じ」　野田前首相
朝日新聞デジタル　2016年2月22日20時25分
■野田佳彦前首相
　先週金曜日の予算委、定数削減問題を中心に質問した。４０分も一問一答で向き合っていると、安倍さんの癖がよく分かった。子どもがお母さんに叱られたときの言い訳のパターンと同じ。「僕だけじゃないよ、なんとかちゃんだって」と。定数削減、民主党のとき出来なかったじゃないかとか、３党が署名しているから自分だけの責任じゃない、民主党だってとか。私はそういう言い訳を子どものころにすると、お袋に厳しく怒られた。「なんとかちゃんはいいの。まずはあなたが謝りなさい」と。（安倍首相は）謝らなかった、最後まで。これがあの人の本質だと思う。（民主党の樽床伸二元総務相のパーティーで）
衆院定数10減、9党一致　削減方法に隔たり　

共同通信　2016/2/22 19:42
　大島理森衆院議長は22日、衆院選挙制度改革をめぐり、自民、民主など与野党の代表者から見解を聴取した。有識者調査会の答申に盛り込まれた議員定数の10削減に関し、反対した共産、社民両党を除き、9党が受け入れる方針を示した。ただ削減の実現方法には隔たりがある。大島氏はその後の記者会見で「多くの政党の合意を形成するために努力する」と強調。今国会中に公選法などの改正案成立を目指し、議論を主導する意向を重ねて示した。
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　衆院選挙制度改革をめぐり各党からの意見聴取を終え、記者会見する大島議長（中央）ら＝22日午後、国会
　今後、自民党を中心に各党が協議を加速させる見通しだ。自公両党は一致点を探った上で、来週の後半にも大島氏に協議内容を報告する。

自民、定数10減を伝達　大島議長、各党聴取

共同通信　2016/2/22 13:38
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　衆院選挙制度改革をめぐり、会談する（左から）大島衆院議長と自民党の谷垣幹事長＝22日午前、国会
　大島理森衆院議長は22日午前、議員定数削減などの衆院選挙制度改革をめぐり、自民党の谷垣禎一幹事長と国会内で会談した。谷垣氏は2015年の国勢調査結果に基づき、選挙区の区割りを見直すとともに、議員定数を小選挙区で6、比例代表で4削減する方針を伝えた。大島氏は「多数で押し切るものでなく、各党でしっかり議論するのが必要だ」と述べ、与野党による協議を求めた。

　大島氏は民主党の枝野幸男、公明党の井上義久両幹事長からも個別に聴取。与野党の合意形成を促す。

　谷垣氏は、24日に選挙制度改革に関する党会合で新たな方針を提示したい考えを示した。

各県、最低「２議席」維持…衆院選改革の自民案

読売新聞　2016年02月22日 14時44分

　衆院選挙制度改革を巡り、自民党が今国会提出を目指す公職選挙法改正案の概要が２２日、分かった。

　地方の声を国政に反映させることを名目に、鳥取、島根など人口が少ない県でも定数（議席数）を２以上維持しながら、小選挙区定数の「０増６減」を実現することが柱だ。最高裁が「１票の格差」の主要な要因として廃止を求めた「１人別枠方式」が事実上、温存されることになる。

　自民党案を、２０１０年国勢調査（国調）の人口を使って試算すると鹿児島、岩手、熊本、青森、三重、沖縄の６県が定数削減の対象となる。しかし、１５年国調の結果次第では、削減対象の県が入れ替わる可能性がある。

　自民党案は▽現行の都道府県ごとの定数から１引く▽その数で人口を割る▽その数が少ない順に６県を並べ、定数を各１減する――という手順だ。

衆院選改革、民・公はアダムズ方式賛成　自民は０増６減
朝日新聞デジタル　2016年2月22日13時46分
　衆院選挙制度改革をめぐり、大島理森衆院議長は２２日午前、各党見解の聞き取りを始めた。自民党は２０１５年の簡易国勢調査結果に基づいて定数を１０減し、うち小選挙区で０増６減、比例区で４減する案を提示。民主党は１０年の大規模国勢調査結果に基づく定数１０減と定数配分見直しの同時実施を主張した。各党は今国会での関連法改正案の成立に向けて協議に入る。
　諮問機関の答申は、議員定数は小選挙区で６減、比例区で４減▽１０年ごとの大規模調査結果の人口比に基づき都道府県単位の定数配分を見直す「アダムズ方式」導入▽大規模調査の中間年にある簡易調査の結果に基づく都道府県内の区割り見直し――を柱とする。
　自民の谷垣禎一幹事長らは党総裁の安倍晋三首相の指示を受け、大島議長に説明。２０１５年の簡易調査結果に基づく区割り見直しと同時に定数を小選挙区で６、比例区で４の計１０減する方針を表明した。
　アダムズ方式により小選挙区定数を６減すると、「７増１３減」と大幅な配分見直しが必要になる。このため、自民は議員１人当たりの人口が少ない県の定数を減らす「０増６減」を提案した。
　民主は、アダムズ方式導入も含め答申を全面的に受け入れるべきだと主張。枝野幸男幹事長は議長との面会後、記者団に「０増６減は答申のつまみ食いで到底容認できない。アダムズ方式の採用こそが答申の肝だ」と自民を批判した。公明党は、１５年の簡易調査結果による定数削減とアダムズ方式の導入、比例ブロックの見直しを同時実施するよう提案した。
衆院選改革、各党意見割れる…アダムズ方式巡り

読売新聞　2016年02月23日 00時28分

　衆院選挙制度改革を巡り、与野党は２２日、国会内で大島衆院議長と個別に会談し、改革に関する見解を示した。

　自民党は２０１５年の簡易国勢調査結果を基に定数を１０（小選挙区６、比例選４）削減する一方で、都道府県ごとの小選挙区定数配分の見直しは先送りし、「０増６減」する案を主張。衆院議長の諮問機関が提案した「アダムズ方式」に基づき「７増１３減」を求める公明、民主、維新の各党と意見が分かれた。安倍首相は今国会で公職選挙法改正案の成立を目指す考えだが、調整は難航しそうだ。

　定数１０の削減では、主要政党はほぼ一致したが、「１票の格差」是正の手法と時期を巡っては隔たりが浮き彫りになった。自民党は谷垣幹事長らが大島氏と会談し、衆院議長の諮問機関「衆院選挙制度に関する調査会」が答申で提案した都道府県ごとの定数配分方式であるアダムズ方式ではなく、検討中の「０増６減」案を伝えた。

　今月２６日に速報値が公表される１５年国勢調査の人口に基づき、都道府県ごとに、定数より１少ない数で人口を割り、数の少ない順から６県の定数を１ずつ減らすものだ。１０年国勢調査の人口で試算すれば、青森、岩手、三重、熊本、鹿児島、沖縄が削減対象となる。

　同党は、都道府県ごとの定数配分見直しは２０年国勢調査後に実施するとしたが、見直し方法にアダムズ方式を採用するかどうかは明言していない。

　公明党は北側一雄副代表らが、１５年国勢調査の人口に基づき、定数を１０削減すると同時に、１票の格差是正のため、アダムズ方式を導入するよう主張。民主党の枝野幹事長も答申を全面的に受け入れ、１０年の国勢調査に基づいて定数削減と、アダムズ方式を同時に実施すべきだとの方針を示した。

産経新聞　2016.2.22 12:19更新 
【衆院選挙制度改革】自民、大島議長に見解報告
　大島理森衆院議長は２２日午前、自民党の谷垣禎一幹事長と国会内で会い、衆院選挙制度改革に関する同党の見解を聞いた。谷垣氏は、平成２７年の簡易国勢調査に基づいて小選挙区の区割りを見直し、同時に議員定数も１０削減する案を説明した。
　民主党の枝野幸男、公明党の井上義久両幹事長とも個別に会談した。午後には維新の党、共産党、おおさか維新の会などから見解を聴取する。
　衆院議長の諮問機関「衆院選挙制度に関する調査会」（座長・佐々木毅元東大学長）は１月１４日、答申を提出。「１票の格差」是正に向けた新たな議席配分法「アダムズ方式」の導入に加え、小選挙区６議席、比例代表４議席の計１０議席削減などを盛り込んだ。
　答申を受け、大島氏は今国会で公職選挙法改正など法整備に取り組むべきだとし、各党の見解を聴取した上で早期の合意形成を呼びかける方針だ。
衆議院の選挙制度見直し 今国会で必要な法改正を
NHK　2月22日 18時52分
衆議院の選挙制度の見直しを巡り、自民党は去年の簡易国勢調査に基づく小選挙区の区割りの見直しに合わせて、小選挙区で６、比例代表で４の、定数を１０削減する方針を大島衆議院議長に伝えました。大島議長は「今国会中に法改正を行い、国会の意思を示したい」と述べ、各党の合意形成を進め、今の国会で必要な法改正を行いたいという考えを示しました。
衆議院の選挙制度の見直しを巡り、大島衆議院議長は２２日、各党の代表者と個別に会談し、議員定数を１０削減するとともに、都道府県に小選挙区の数を割りふる計算式を「アダムズ方式」と呼ばれる方式に変更するなどとした、有識者調査会の答申に対する考え方を聞きました。
　このうち、自民党の谷垣幹事長は定数削減について、安倍総理大臣が４年後の大規模な国勢調査を受けて行うとしていた、党の方針を前倒しして実現する考えを示したことを踏まえ、去年の簡易国勢調査に基づく小選挙区の区割りの見直しに合わせて、小選挙区で６、比例代表で４の定数を１０削減する方針を示しました。一方で、今回の見直しでは「アダムズ方式」に変更しないものの、小選挙区を削減する６つの県は「アダムズ方式」の考え方に基づいて決めたいという考えを伝えました。
　民主党は、枝野幹事長が調査会の答申を全面的に受け入れ、６年前に行われた大規模な国勢調査の結果に基づいて、定数を削減するとともに、「アダムズ方式」に変更し、都道府県ごとの小選挙区の数も見直すべきだと主張しました。
　公明党は、井上幹事長が答申を尊重するのが基本的立場だとしたうえで、去年行われた簡易国勢調査の結果に基づいて定数を削減するとともに、「アダムズ方式」で都道府県ごとの小選挙区の数も見直すべきだという考えを示しました。
　維新の党は、今井幹事長が定数の３割削減を掲げる党の主張からみれば、削減幅は極めて不十分だが、まずは一歩前進させるため、６年前の国勢調査の結果に基づいて定数の１０削減と「アダムズ方式」への変更を行うべきだという考えを示しました。
　共産党は、穀田国会対策委員長が定数削減は、国会の機能低下につながるとして反対し、定数削減は行わず、比例代表を中心とする選挙制度に変更することで格差の是正を図るべきだと主張しました。
　このあと大島衆議院議長は記者会見し、「できるだけ多くの政党の合意を形成するため努力をしていきたい。自民党から『連立を組む公明党と協議したい』という意向が示されたので、まずはそれを見守り、来週後半ぐらいには、その協議結果を聞いたうえで、前に進めたい。国会の会期を見据えれば、期限はみえてくると思うが、今国会中に法改正を行い、国会の意思を示したい」と述べ、各党の合意形成を進め、今の国会で必要な法改正を行いたいという考えを示しました。 
アダムズ方式に変更すると
仮に６年前の平成２２年の国勢調査の結果を基に、小選挙区の定数を６削減するとともに、「アダムズ方式」に変更すると、東京都で３つ、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県の４県で１つずつの、合わせて５の都県で７つの小選挙区が増えます。
　一方で、青森県、岩手県、宮城県、新潟県、三重県、滋賀県、奈良県、広島県、愛媛県、長崎県、熊本県、鹿児島県、沖縄県の１３県で小選挙区がそれぞれ１つずつ減り、全体では「７増１３減」となります。
　都道府県の４割近い１８の都県で小選挙区の数が変わり、小選挙区の区割りの大幅な見直しが行われることになります。このため、自民党は関係する選挙区が多く、選挙区調整が必要になることや、削減対象が党の支持基盤が厚い、「地方」に集中していることなどから、今回は「アダムズ方式」をそのまま適用せず、小選挙区を６つ減らす「０増６減」にとどめたい考えです。
　一方で、削減する県を決定する際に、「アダムズ方式」の考え方を取り入れることで、「答申を尊重していない」という批判をかわしたいというねらいがあるものとみられます。
自民 谷垣幹事長「各党間で調整必要」
自民党の谷垣幹事長は記者会見で、「安倍総理大臣からも定数削減を前倒しするべきだという意見があったので、今週中に再び党の会合を開いて、党内の議論をまとめたい。議席配分の方式は完璧なものがあるわけではなく、さらに改良していく工夫はあってしかるべきだと思うが、安倍総理大臣も私どもも、『アダムズ方式』を基本とし、尊重するつもりだ。伝統的にこの種の問題は、多数決で押し切ればいいというわけではなく、各党間でよく調整をすることが必要だ」と述べました。
民主 枝野幹事長「答申に従うのが国民視点の姿勢」
民主党の枝野幹事長は国会内で記者団に対し、「自民党内には『アダムズ方式』を採用することなく、単に小選挙区の定数を６削減しようという主張があると伝えられているが、党利党略で調査会の答申をつまみ食いする主張であり、到底容認できない。第三者機関にせっかくお願いしたのだから、党利党略ではなく、答申に従うのが国民の視点に立った姿勢だ」と述べました。
公明 北側副代表 「答申受け入れざるをえない」
公明党の政治改革本部の本部長を務める北側副代表は記者団に対し、「これまでの経過を考えると答申を受け入れざるをえない。直近の人口は去年の簡易国勢調査の結果なので、それを基準にすればよいのではないか。選挙制度の問題は１党の主張だけで通るわけではなく、政党間の協議をしたうえで、合意が得られるように努めるべきだ」と述べました。
　一方、北側氏は比例代表について、「定数が４減ると定数１０以下のブロックが増える。民意を反映させるという比例代表の趣旨から言って、ふさわしいのか検討すべきだ」と述べて、現在１１あるブロックの再編を検討するよう提案したことを明らかにしました。
維新 今井幹事長「答申には従うべき」
維新の党の今井幹事長は、国会内で記者団に対し、「定数の削減幅については全く不十分だが、有識者調査会から答申をいただいた経緯を考えると、中身にわれわれの考え方が十分に反映されていなくても、答申には従うべきだという考えだ。定数の削減と１票の格差の是正がともに、次の衆議院選挙に反映されるよう、今の国会で法律を成立させるべきだ」と述べました。
共産 穀田国対委員長「抜本的な改革行うべき」
共産党の穀田国会対策委員長は、国会内で記者会見し、「定数削減ありきの答申で問題だ。国会議員は国民の代表者であり、憲法にあるチェック機能を減退させてはならない。小選挙区制度の害悪を無視して、制度の温存を前提にするのではなく、民意を反映した、抜本的な選挙制度の改革を行うべきだ」と述べました。
おおさか維新 馬場幹事長「削減しないよりはまし」
おおさか維新の会の馬場幹事長は国会内で記者団に対し、「われわれは、国会議員の定数を３割減らす目標を持っているが、いろいろな経緯を経ての答申なので、１０の削減だけだが、削減しないよりはましなので、答申に賛成すると申し上げた。引き続き、定数削減などについて第三者機関を作って、議論してもらいたいということも要望した」と述べました。
結集 村岡代表「今国会での成立に全力尽くす」
改革結集の会の村岡代表は国会内で記者団に対し、「有識者調査会の答申に賛成することを伝えた。違憲状態を解消しなければならないので、今の国会で法律を成立させることに全力を尽くしたい。成立できなければ、国民に対する約束を守れないことになるので、自民党は答申どおりの案で違憲状態を解消することを決断してもらいたい」と述べました。
生活 玉城幹事長「考え取り入れられた」
生活の党と山本太郎となかまたちの玉城幹事長は、国会内で記者団に対し、「答申を尊重すると伝えた。調査会の答申は、ほぼ、われわれの考え方が取り入れられていると評価している」と述べました。
社民 吉川政策審議会長「協議継続は評価」
社民党の吉川政策審議会長は国会内で記者団に対し、「懸念すべき点がさまざまあり、全体としては賛同しかねるが、１票の格差が喫緊の課題であり、今後、各党間で協議を継続すべきという点は評価できる。また、１票の格差を是正するため、定数は削減せずに答申のアダムズ方式に従って、区割りを含めて変えていくということのみであれば、賛同できると申し上げた」と述べました。
こころ 中野幹事長「前進であり評価できる」
日本のこころを大切にする党の中野幹事長は、「現行の制度を違憲状態とする最高裁判所の判決を是正する内容として、前進であり評価できる。有識者に委ねた結論として得られた今回の答申は最大限尊重する必要があり、わが党は賛成することを大島議長に回答した」とするコメントを発表しました。
改革 「調査会の答申を尊重」
新党改革は、「現行の制度は、多数の死票などの問題があり、党としては中選挙区制度の導入を目指しているが、これまでの政党間の協議で決められなかったことを考慮し、調査会の答申を尊重する」などとした文書を大島衆議院議長に提出しました。
衆院定数１０減　９党賛成、共・社は反対

東京新聞　2016年2月23日 朝刊

 　与野党十一党は二十二日、衆院選挙制度改革をめぐり有識者調査会が出した答申に対する見解を、大島理森（ただもり）議長に報告した。答申にある議員定数十削減には共産、社民両党が反対したが、他の九党は賛成。都道府県への新たな議席配分方式「アダムズ方式」の導入には九党が賛成、共産党が反対し、自民党は賛否を先送りした。導入時期をめぐっても意見が分かれた。
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　答申は、議員定数を小選挙区で六、比例代表で四減らすよう提言。違憲状態にある「一票の不平等」是正の柱として、人口に比例しやすいアダムズ方式の導入を求め、十年ごとの大規模国勢調査に基づいて配分を見直すよう指摘している。

　自民党は、定数十削減には賛成したもののアダムズ方式の導入は見送り、小選挙区は二〇一四年衆院選で「〇増五減」した時と同じ手法で「〇増六減」とするよう訴えた。アダムズ方式については二〇年の大規模国勢調査までに党内で議論するとした。安倍晋三首相（党総裁）は二十二日、官邸で谷垣禎一幹事長から報告を受け、「アダムズ方式にはいろいろ問題があるが、基本ではある」と述べた。

　民主、維新、おおさか維新の三党は、定数を十削減した後、さらなる削減を検討するよう主張。このうち民主、維新両党は、一〇年の大規模国勢調査に基づいてアダムズ方式で見直した調査会の「七増十三減」案を受け入れる考えを示した。公明、おおさか維新両党は、一五年の簡易国勢調査にアダムズ方式を取り入れて、削減の具体案を出すよう訴えた。
　共産、社民両党は「国会の行政監視機能が低下する」などと定数削減に反対した。　（木谷孝洋）
衆議院の選挙制度見直し 各党から意見聴取
NHK　2月22日 12時10分
衆議院の選挙制度の見直しを巡り、大島衆議院議長は２２日有識者調査会の答申に対する各党の考え方を聞いています。このうち、自民党は、去年の簡易国勢調査に基づく小選挙区の区割りの見直しに合わせて、小選挙区で６、比例代表で４定数を削減する方針を伝えました。
衆議院の選挙制度の見直しを巡り、大島衆議院議長は２２日各党の代表者と個別に会談し、議員定数を１０削減するとともに、都道府県に小選挙区の数を割りふる計算式を「アダムズ方式」と呼ばれる方式に変更するなどとした、有識者調査会の答申に対する考え方を聞いています。
　このうち、自民党の谷垣幹事長は、定数削減について安倍総理大臣が当初４年後の大規模な国勢調査を受けて行うとしていた党の方針を前倒しして実現する考えを示したことを踏まえ、去年の簡易国勢調査に基づく小選挙区の区割りの見直しに合わせて、小選挙区で６、比例代表で４、定数を削減する方針を伝えました。
　また、民主党は、枝野幹事長が調査会の答申を全面的に受け入れ、６年前に行われた大規模な国勢調査の結果に基づいて、定数を削減するとともに「アダムズ方式」に変更し、都道府県ごとの小選挙区の数も見直すべきだと主張しました。
　各党からの意見の聴取は午後も行われ、大島議長は今後各党の考え方を整理したうえで合意形成に向けた協議を行い、今の国会で必要な法改正を行うよう要請することにしています。 
衆院選挙制度見直し 各党きょう意見表明
NHK　2月22日 5時06分
衆議院の選挙制度の見直しを巡り、大島衆議院議長は２２日、各党から議員定数を１０削減するなどとした有識者調査会の答申に対する考え方を聞き、合意形成に向けた協議を要請します。ただ、自民党内では答申にあった都道府県に小選挙区の数を割りふる計算式を変更することに慎重な意見も出ていて、なお曲折も予想されます。
衆議院の選挙制度の見直しを巡り、大島議長は２２日、各党から議員定数を１０削減するとともに、都道府県に小選挙区の数を割りふる計算式を「アダムズ方式」と呼ばれる方式に変更するなどとした有識者調査会の答申に対する考え方を聞くことにしています。
　このうち、自民党は安倍総理大臣が定数削減について、４年後の大規模な国勢調査を受けて行うとしていた党の方針を前倒しして実現する考えを示したことを踏まえ、去年の簡易国勢調査に基づいて、小選挙区の区割りを見直すのに合わせて、定数を小選挙区で６、比例代表で４、削減する考えを伝えることにしています。
　また、公明党は調査会の答申を尊重するかたちで、各党の合意形成を目指したいという考えを示す方針です。
これに対し、民主党と維新の党は調査会の答申を全面的に受け入れ、６年前に行われた大規模な国勢調査の結果に基づいて定数を削減するとともに、計算式の変更が調査会の答申の根幹部分だとして「アダムズ方式」を用いて、都道府県ごとの小選挙区の数も見直すべきだと主張する方針です。
　一方、共産党は定数削減は国会の機能低下につながると反対し、定数削減は行わず、比例代表を中心とする選挙制度に変更し、格差の是正を図るべきだと主張することにしています。
　大島議長は、こうした各党の考え方を整理したうえで、合意形成に向けた協議を行い、今の国会で必要な法改正を行うよう要請することにしています。
　ただ、自民党内では都道府県に小選挙区の数を割りふる計算式を「アダムズ方式」に変更すれば、関係する選挙区が大幅に増え、変動が大きいとして慎重な意見も出ていて、なお曲折も予想されます。 
議席配分方式で対立＝自民、削減対象県を抑制－衆院選改革
　衆院選挙制度改革をめぐる各党の主張が２２日、出そろい、自民、民主両党とも定数１０削減（小選挙区６、比例代表４）では一致、対立点は小選挙区定数の配分方式に絞られた。自民党案は最高裁判決が廃止を求めた「１人別枠方式」を事実上、温存するもので、衆院議長の諮問機関が答申した「アダムズ方式」を受け入れるべきだとする民主党などが反発。双方が歩み寄らなければ、改革論議は暗礁に乗り上げる可能性もある。
　諮問機関の答申は、あらかじめ各都道府県に議席を１ずつ配分する１人別枠方式に代え、人口比をより反映させるアダムズ方式を採用、１０年に１度の大規模国勢調査に基づく配分見直しを求めた。２０１０年調査に基づくと、小選挙区は「７増１３減」で、全体で６減となる。自民党が同方式に難色を示し、同じ６減でも「０増６減」を主張するのは、選挙区の地盤を失うなどの影響を受けかねない現職議員を多く抱えるためだ。
　「地方切り捨ての血も涙もないやり方だ」。自民党の細田博之幹事長代行は２２日、大島理森衆院議長との会談で、アダムズ方式を酷評した。同党幹部は「（選挙区を）１３も減らす必要はない」とも主張する。人口の少ない県に手厚い制度と言える１人別枠方式は、１１年３月の最高裁判決を受け法律上は廃止されたが、同方式に基づく定数配分はほぼ手付かずだ。自民党の「０増６減」は、同方式を実質的に残して削減対象県を最小限にとどめるのが眼目だ。
　自民党は、議席配分方式の見直しは２０年国勢調査までに「党内で議論を重ねる」としており、将来的にもアダムズ方式を受け入れるかは明確にしていない。党幹部の一人は「必要が出てくればまた考える」と、たなざらしを示唆した。
　一方、民主、維新の両党は答申の全面的な受け入れを表明し、自民党の対応を批判した。民主党の枝野幸男幹事長は記者団に「アダムズ方式を採用しないのでは、答申を尊重したことにならない。身内を守る議論をしている」と指摘。維新の今井雅人幹事長も「党利党略だ。なぜ答申をそのまま受け入れないのか理解できない」と語った。
　公明党もアダムズ方式を支持し、１５年の簡易国勢調査に基づいて配分を見直すよう訴えた。与党間の立場の違いも鮮明となり、まずは自公がどう調整を進めるかが課題となる。公明党の北側一雄副代表は記者団に「自民党出身の大島議長のリーダーシップに期待したい」と語った。（時事通信2016/02/22-20:20）
自民「０増６減」の方針表明＝民維は答申全面履行主張－衆院選改革、手法に隔たり
　衆院選挙制度改革をめぐり与野党は２２日、大島理森議長の諮問機関の答申に対する見解を同議長に示した。自民党は２０１５年の簡易国勢調査結果を基に定数１０削減（小選挙区６、比例代表４）を行う方針を表明。しかし、小選挙区の削減では、答申とは異なる「０増６減」案を主張した。民主、維新両党などは答申を全面的に受け入れる方針を伝達した。
　定数１０削減では主要政党の足並みがそろったものの、手法面での隔たりがあり、今国会中の法整備には課題が残っている。
　大島議長は各党聴取を受け記者会見し、多くの政党から答申に基づく今国会中の法改正を求められたことを紹介。与野党の本格的な協議に先立ち、まずは自民、公明両党の与党間の調整を求め、その結果を来週中に自民党から聴取する意向を示した。　
　２２日のヒアリングで自民党の谷垣禎一幹事長は大島議長に対し、当初２０年以降としていた定数削減の実施時期を前倒しする方針を表明。小選挙区定数に関しては、人口比をより反映するアダムズ方式に基づき答申が提案した「７増１３減」は採用せず、独自の「０増６減」で行うと伝えた。
　アダムズ方式の扱いについて自民党内では、採用を２０年の大規模国勢調査の後に先送りする案も浮上している。これに関連し、２２日に谷垣氏と会談した安倍晋三首相（自民党総裁）は「アダムズ方式にもいろいろ問題はあるが、それが基本だ」との認識を示した。
　一方、大島議長は自民党に対し、「選挙制度の問題は多数で押し切るものではない。各党でしっかり議論することが必要だ」と伝え、野党にも配慮した調整を求めた。
　民主党の枝野幸男幹事長は、答申の全面履行と今国会中の法改正を求めた。具体的には、１０年の国勢調査に基づく都道府県間の定数配分をアダムズ方式で行い、１５年の国勢調査結果を踏まえて都道府県ごとの小選挙区の区割り見直しを行うべきだとした。維新も同調した。
　公明党は、１５年国勢調査に基づく１０削減の実施とともに、アダムズ方式の同時導入を主張。定数の少ない比例代表ブロックの統合も提案した。一方、共産、社民両党は、定数削減に反対の立場から答申の受け入れに賛同しなかった。（時事通信2016/02/22-18:58）2016/02/22-18:58
自民、定数１０削減を伝達＝小選挙区０増６減－各党が議長に見解・衆院選改革
　大島理森衆院議長は２２日午前、衆院議員定数の削減を含む選挙制度改革について各党見解の聴取を始めた。最初に議長に報告した自民党は、安倍晋三首相（党総裁）が先週の国会答弁で表明した方針に従い、２６日に公表される２０１５年の簡易国勢調査結果を基に定数を１０削減する方針を示した。
　同党は１０削減の内訳を小選挙区６、比例代表４と大島議長に説明。小選挙区定数については、現行より人口比が反映される「アダムズ方式」に基づいて答申が提案した「７増１３減」を採用せず、独自の「０増６減」案を検討していると伝えた。自民党の谷垣禎一幹事長はこの後、首相官邸で首相に報告した。
　自民党に続いて報告した民主党は、「１０削減にとどまる点は不満」としながらも、早期の合意を優先する立場から答申を全面的に受け入れた法改正を今国会中に実現するよう求めた。　
　具体的には、１０年の国勢調査に基づく都道府県間の定数配分をアダムズ方式で行い、１５年の国勢調査結果を踏まえて小選挙区の境界（区割り）見直しを行うべきだとした。
　また、自民党の「０増６減」案に触れ「党利党略に基づき答申をつまみ食いして換骨奪胎する主張で到底容認できない」と強くけん制した。
　公明党は、１５年国勢調査に基づく１０削減を主張するとともに、アダムズ方式の同時導入を求めた。また、定数の少ない比例代表ブロックの統合を提案した。
　午後には維新、共産両党などが報告を行う。（時事通信2016/02/22-13:11）2016/02/22-13:11
衆院選挙制度見直し 「アダムズ方式」焦点に
NHK　2月23日 4時53分
衆議院の選挙制度の見直しを巡り、２２日、共産党と社民党を除く９党は、有識者調査会の答申どおり定数を１０削減する考えを大島衆議院議長に伝えました。一方で、都道府県への小選挙区の数の割りふり方を「アダムズ方式」と呼ばれる計算方法に変更することについては、与党の間でも意見が分かれていて、今後の協議では、「アダムズ方式」の扱いが最大の焦点となりそうです。
衆議院の選挙制度の見直しを巡り、大島衆議院議長は、２２日、各党の代表者と個別に会談し、議員定数を１０削減するとともに、都道府県への小選挙区の数の割りふり方を「アダムズ方式」と呼ばれる計算方法に変更するなどとした有識者調査会の答申に対する考え方を聞きました。
　その結果、定数の削減について、共産党と社民党は「国会の政府を監視する機能を弱めることになる」として反対しましたが、自民党や民主党などほかの９党は、答申どおり、小選挙区で６、比例代表で４、それぞれ削減することを受け入れる考えを伝えました。
　一方、「アダムズ方式」への変更については、民主党、公明党、維新の党などが受け入れる方針を示したのに対し、自民党は「関係する選挙区が多く、影響が大きい」として、今回の見直しでは変更しない方針を伝え、与党の間でも意見が分かれました。
　自民党は、２４日、党内の意見集約を行い、速やかに連立を組む公明党と調整したうえで各党との協議を進める方針で、小選挙区を削減する６つの県を決定する際に「アダムズ方式」の考え方を取り入れることで理解を得たいとしています。
　これに対し、民主党の枝野幹事長は「党利党略で調査会の答申をつまみ食いする主張であり、到底容認できない」と批判していて、今後の協議では「アダムズ方式」の扱いが最大の焦点となりそうです。 
＜衆院選改革＞自民アダムズ方式難色…民主、維新、公明容認
毎日新聞 2月22日(月)21時4分配信 
　大島理森衆院議長は２２日、自身の諮問機関「衆院選挙制度に関する調査会」の答申に対する各党の見解を聴取した。自民党は衆院議員定数の１０減を受け入れたが、より人口比を反映しやすい「アダムズ方式」で都道府県に議席配分する答申の考え方をとらず、小選挙区では「０増６減」を提案した。民主、公明、維新の党などが答申尊重で足並みをそろえる中、自民党は孤立しつつある。
　衆院の現行定数は４７５（小選挙区２９５、比例代表１８０）。答申はここから小選挙区を６減、比例代表を４減することを打ち出した。大島氏との個別会談で、共産、社民両党以外の各党は１０減を容認した。
　ただ、自民党の見解は、２６日に発表される２０１５年簡易国勢調査の結果に基づき、都道府県内の区割りを見直して「１票の格差」を２倍未満に抑えるというもの。アダムズ方式を採用する場合も、２０年国勢調査以降に先送りする方針だ。
　安倍晋三首相は２２日、谷垣禎一幹事長から大島氏との会談の報告を受け、「アダムズ方式にはいろいろ問題があるが、やはりそれが基本だ」と述べた。しかし、自民党は大島氏に将来のアダムズ方式採用を明言したわけではない。
　答申に従えば、都道府県への議席配分は「７増１３減」になり、多くの衆院議員を抱える自民党には影響が大きい。首相が国会で１０減の前倒しを表明したため、議員１人当たりの人口が少ない県の小選挙区を順に削減する「０増６減」で妥協を図ったのが実情だ。谷垣氏は２２日の記者会見で、アダムズ方式を「リファイン（洗練）する」と繰り返し、答申を無条件に受け入れるわけではないことを言外ににじませた。
　しかし、最低限の区割り見直しで済ませる自民党案では、最高裁が格差を生む要因として廃止を求めた「１人別枠方式」が温存される。当初は自民党と歩調を合わせようとした公明党も、「改革に後ろ向きな自民党と一緒にされてしまう」（公明党幹部）という懸念から、１５年簡易国勢調査によるアダムズ方式での議席配分を見解としてまとめた。
　民主、維新両党はアダムズ方式を「答申の肝」（民主党の枝野幸男幹事長）と主張し、１０年国勢調査に基づく議席配分を主張する。どの調査結果を使うかを別にすれば、民主、維新、公明、おおさか維新の会などの立場は近い。
　大島氏は谷垣氏との会談で「自民党だけでどんどん進めていくわけにはいかないでしょう」と述べ、各党との協議による歩み寄りを促した。その後の記者会見では「今国会中に法改正を行い、国会の意思を示したい」と関連法案の会期内成立に重ねて意欲を示した。
　選挙制度改革は各党が答えを出せずに、第三者機関に議論を委ねた経緯がある。その答申を巡って再び各党協議が難航しそうな状況に、大島氏の調停に期待する声も出始めた。【中島和哉、横田愛】
衆院選挙改革 　自民「定数１０減」受け入れ　議長意見聴取
毎日新聞2016年2月22日　12時07分（最終更新　2月22日　13時49分）
　大島理森衆院議長は２２日午前、衆院議員定数の削減を含む選挙制度改革について、議長の諮問機関の答申に対する各党の見解を聴取した。自民、公明、民主党などは、答申が求めた定数１０減を受け入れる方針だが、都道府県ごとの定数配分の方法や実施時期で意見の違いがあり、調整は難航が予想される。 
　自民党は当初、定数１０減を２０２０年の国勢調査を基に実施する考えだった。しかし、安倍晋三首相が１９日の衆院予算委員会で削減時期の前倒しを表明したため、２６日に発表される１５年簡易国勢調査を用い、小選挙区の区割りを見直して６減、比例代表で４減する方針に転じた。 
　ただ、小選挙区の削減は答申の「７増１３減」ではなく、「０増６減」を検討している。都道府県への議席配分で人口比をより反映しやすい「アダムズ方式」の採用は２０年国勢調査以降に先送りする。 
　同党の谷垣禎一幹事長は２２日午後の記者会見で「各党の合意を図れるよう、自公で連携していきたい」と述べた。 
　公明党は、１５年簡易国勢調査を基にアダムズ方式を採用するよう大島氏に伝えた。 
　一方、民主党と維新の党は答申の全面的な受け入れを主張。民主党の枝野幸男幹事長は大島氏との会談後、「アダムズ方式を採用しないと答申を尊重したとは言えない」と記者団に語った。共産党は、比例代表中心の制度を訴え、定数削減にも反対する。【中島和哉】 
しんぶん赤旗　2016年2月23日(火)
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（写真）大島理森衆院議長（左）と会談する（右へ）穀田恵二国対委員長、塩川鉄也衆院国対副委員長


　大島理森衆院議長は２２日、現行の小選挙区比例代表並立制を維持したまま、衆院議員定数を１０削減（小選挙区６、比例４）するとした「衆院選挙制度調査会」の答申について、各党から意見を聞きました。

　日本共産党の穀田恵二国対委員長は、答申が定数削減の「積極的な理由や理論的根拠は見出し難い」としながら定数削減を答申していることをあげ、「『定数削減ありき』の答申で問題だ。理由も根拠もなく提案するなどもってのほかだ。受け入れられない。反対だ」と表明しました。

　穀田氏は「議員定数のあり方は、国民の代表をどう選ぶかという、民主主義、選挙制度の根幹をなす問題だ」と強調。主権者・国民の意見を議会に反映させる議員の削減は国民の声を切り捨てるものであり、国会の役割で最も大事な政府監視機能が低下すると述べました。

　いわゆる「身を切る改革」論に対し、「定数削減によって国民の声を切り捨てたうえに、消費税増税という負担を国民に押し付けるというのが正体だ」と批判しました。

　穀田氏は、答申が現行制度の評価・検証をほとんど議論していないと指摘し、「小選挙区制の害悪を無視し、温存を前提にしている」と批判。「得票と獲得議席の乖離（かいり）を生みだし、民意をゆがめる小選挙区制の害悪は明白であり、廃止すべきだ。民意を反映した選挙制度への抜本改革に向け国民的議論をすべきだ」と主張しました。塩川鉄也衆院国対副委員長も同席しました。

　答申について、自民党は安倍晋三首相の国会答弁（１９日）に従い「答申のとおり１０削減することを政治決断する」「小選挙区６減は緊急是正で行う」と大島議長に伝えました。民主党は「全面的に答申を受け入れる」とし、維新の党も「答申をそのまま受け入れる」と表明。公明党は「答申を尊重する形で合意形成を目指したい」と述べ、比例４減は「定数が１０以下となるブロックは合区を検討すべき」と表明。社民党は「賛同できない」と述べました。

産経新聞　2016.2.22 16:09更新 
【衆院選挙制度改革】公明・北側副代表　比例ブロックの統合を大島議長に提案
　公明党の井上義久幹事長は２２日、大島理森（ただもり）衆院議長と国会内で面談し、衆院選挙制度改革に関する有識者調査会の答申を党として尊重する立場を説明した。同席した北側一雄副代表は、答申に従い比例代表の議席を削減した場合、定数１０以下のブロックが複数出ることを踏まえ、定数が小さいブロックの統合を含めた見直しを提案した。
　大島議長との面談後、北側氏は記者団に「民意を反映するという比例代表の目的を達する上で、（定数１０以下となるのは）ふさわしくない」と述べた。
　北側氏は面談で、平成２７年国勢調査をもとに、答申が提言した定数１０削減を行う考えを伝えた。また新たな議席配分方法であるアダムズ方式を導入した上で、「一票の格差」を２倍以内に収める必要性を強調し、今国会で公職選挙法を改正すべきだと主張した。
　格差是正に関し、記者団に「（現行の議席配分方法である）１人別枠方式が残っていることを最高裁が批判している。これを排除していく制度改正が必要だ」とも述べ、アダムズ方式の導入に慎重な自民党を牽制（けんせい）した。
社説　衆院選挙制度　政権党の身を切る責任
朝日新聞デジタル　2016年2月23日（火）付
　一票の格差の是正を迫られている衆院の選挙制度改革を、どう進めるか。きのうの大島理森衆院議長による各党見解の聞き取りで、仕切り直しの各党協議が動き始めた。
　過去３回の衆院選は、いずれも最高裁に「違憲状態」と判断された。選挙区によって一票の価値が２倍以上も異なる不平等を正すため、いまの国会で必ず制度改正をやり遂げなければならない。
　それには各政党、とりわけ最大勢力の自民党の責任は重い。
　今後の焦点は、都道府県の間の人口比に応じて定数配分を見直す「アダムズ方式」をただちに採用するかどうかだ。
　有識者による調査会が１月に衆院議長に出した答申は、アダムズ方式による定数配分の見直しと選挙区６、比例区４の定数削減などを求めた。
　これを受けて自民党がまとめた案は、まずは都道府県内の選挙区割りの変更にとどめ、都道府県をまたぐ定数配分の見直しと削減は２０２０年の大規模国勢調査以降に先送りするとの内容だった。
　こうした後ろ向きな案に批判が高まると、安倍首相は先週の衆院予算委員会で「２０年の国勢調査まで先送りをすることは決してしない」と述べ、今月中に発表される１５年の簡易国勢調査を受けて定数削減に踏み切る考えを示した。
　首相が主導して前に進めたようにも見える。だが、当初案があまりに消極的だっただけのことで、首相が胸を張るほどの話ではない。
　自民党の谷垣幹事長はきのう、首相答弁に沿った削減を議長に表明した。ところが今回はアダムズ方式による「７増１３減」とはせず、議員１人あたりの人口が少ない県の定数を減らす「０増６減」を提案した。これでは最高裁に速やかな撤廃を求められた「１人別枠方式」が実質的に残ることになる。
　政権党として、無責任な対応と言わざるを得ない。
　定数削減に反対の共産党や社民党を除き、公明党や民主党などは答申の受け入れを表明した。政党間協議で結論を出せずに有識者調査会に委ねた経緯を踏まえれば、当然の態度だ。
　アダムズ方式が完全なやり方ではないにせよ、自民党がただちに導入に応じれば、おおむねの合意は形成できる。
　自民党が否定的なのは、より多くの現職議員が定数減の影響を受けるからだ。
　自ら約束した身を切る痛みを引き受け、合意につなげる。これこそ政権党の責任である。
社説　衆院選制度改革　アダムズ方式を先送りするな

読売新聞　2016年02月23日 03時08分

　衆院の選挙制度改革では、小選挙区の「１票の格差」の是正を優先すべきだ。各党の意見集約を急ぎ、今国会で立法措置を講じねばならない。

　与野党が、選挙制度改革に関する見解を大島衆院議長にそれぞれ表明した。

　民主、公明、維新の各党などは有識者調査会の答申を基本的に受け入れた。自民党は、定数削減には応じるが、都道府県定数の再配分は先送りする考えを示した。

　自民党案は、１票の格差を２倍未満に抑えるため、２０１５年の簡易国勢調査に基づき、小選挙区定数を６減らし、区割りを見直す。比例選は４削減する。安倍首相の指示で、原案を修正し、定数削減を前倒ししたものだ。

　鹿児島、岩手など６県で各１減らす「０増６減」を検討している。都道府県ごとの定数再配分は２０年の国勢調査後に行うとしており、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(びほう),弥縫)策との印象は否めない。

　調査会は、「アダムズ方式」による「７増１３減」の再配分を求めていた。都道府県間格差は最大１・６２１倍となる。選挙区間格差も２倍未満に収まる見通しだ。

　自民党が再配分を先送りしたのは、「１３減」の対象県の現職議員を中心に反対・慎重論が根強いという党内事情によるものだ。

　だが、与野党が改革案で合意できず、有識者に検討を委ね、答申を尊重すると約束した経緯を軽視すべきではあるまい。他の主要政党がアダムズ方式への賛成で足並みをそろえる中、自民党は再考せざるを得ないのではないか。

　民主主義の基盤である選挙制度は、より多くの党の賛同で見直すことが望ましい。安倍首相は今国会で関連法案を成立させる考えを示した。「１強」の自民党には合意形成を主導する責任がある。

　残念なのは、主要政党が定数削減になお固執していることだ。

　調査会が「１０減」を提案したのは、各党の「国民との約束」に配慮しただけで、定数削減に「積極的な理由や理論的根拠は見いだし難い」と指摘している。

　定数を減らせば、選挙で多様な民意を反映しにくくなる。法案審議などを通じた立法府の行政監視機能も低下しかねない。日本の国会議員は人口比でみれば、欧州諸国などより多くない。

　定数が少ないほど、格差是正が難しくなり、その手間が増えることも考慮すべきだろう。

　議員が「身を切る」姿勢を示す必要があるなら、定数を減らすのでなく、政党交付金の削減などで対応するのが筋である。

社説 　衆院選挙改革　答申を骨抜きにするな
毎日新聞2016年2月23日　東京朝刊
　衆院選挙制度改革に関する衆院議長の諮問機関の答申を受けた与野党協議が本格化する。だが、鍵を握る自民党は定数１０削減を先送りしない方針に転じたものの、その主張は答申とは大きな隔たりがある。これでは与野党はなかなかまとまらない。 
　自民党は定数削減を２０２０年以降に先送りする方針を示してきた。しかし、安倍晋三首相が先の衆院予算委員会で削減時期を前倒しする考えを表明。これを受けて同党は、近く発表される１５年の簡易国勢調査に基づいて、小選挙区の区割りを見直し、定数を小選挙区で６、比例代表で４減らす−−との見解を２２日、大島理森議長に伝えた。 
　先送りに対する国民や野党の批判を恐れた安倍首相が党側を説得して方針転換した形だ。 
　「定数１０削減」は答申と数は同じである。ただし、答申の一番の柱は「アダムズ方式」という仕組みを導入し、１０年ごとの大規模国勢調査結果に基づいて都道府県単位の定数配分を見直すよう求めている点だ。今の制度より人口比が反映されやすく、将来にわたって「１票の格差」是正を目指す案だといっていい。 
　この方式を使って１０年の国勢調査で計算した場合、都道府県ごとの定数は東京都で３増、４県で各１増となる一方、１３県で各１減となる。これが答申でいう「７増１３減」案だ。 
　これに対して自民党は答申通り「アダムズ方式」を採用するのは２０年以降に先送りし、当面、定数増はゼロとして、議員１人当たりの人口が少ない県を対象に小選挙区を６減らす（０増６減）考えだ。 
　削減に関係する議員は自民党が圧倒的に多い。アダムズ方式に消極的なのは調整が難航しそうな選挙区を少しでも減らしたいとの党内事情があるからだろう。だが、これでは答申を尊重しているとは到底言えず、むしろ答申を骨抜きにするものだ。 
　同じ与党の公明党は「アダムズ方式」の採用に賛成しており、民主党と維新の党は「アダムズ方式は答申の根幹だ」と強調して、答申の全面的な受け入れを表明している。一方、共産党は定数削減に反対し、比例代表中心の制度を求めている。 
　もちろん、選挙制度や定数に関する各党の意見は元々、異なる。しかし、これまで与野党で協議を重ねてもまとまらなかったから安倍首相は第三者機関の設置を提案し、「その答申を尊重する」と国会で繰り返してきたのではなかったか。 
　自民党内には「０増６減」にも反対する議員が多く、党内をまとめるのはこれからだという。だが、これまでの経過を踏まえれば、答申通りに与野党協議をリードすることこそ、自民党の責任だ。
産経新聞　2.22 05:02更新 
【主張】衆院定数１０減　約束守る立法作業進めよ
　衆院議長の諮問機関から求められた定数１０削減について、安倍晋三首相が関連法を今国会で成立させたいという意向を表明した。
　首相は平成３２年の大規模国勢調査以降に先送りする姿勢だった。だが、２７年の簡易調査に基づく区割り見直しと併せて立法化する方針に転じ、２０日のニッポン放送の番組で、法整備の時期を明言した。
　先送り論に対し、連立を組む公明党や野党から強い批判を浴びたため、前倒しに応じた形だ。諮問機関の答申を尊重すると繰り返しながら方針が揺らいだが、今度は本物だろうか。
　２２日から大島理森議長の下で答申を受けた与野党協議が始まる。まずは、今国会で関連法の成立を図る作業について、自民党が率先して取り組むのかを見たい。
　首相や自民党が定数１０削減を先送りしようとしていたのは、対象となる選挙区に多くの議員が議席を持っているためだろう。党利党略にほかならない。
　定数削減は、消費税増税の実施に際し、国会も「身を切る改革」をする必要があるとして、自公両党と民主党が２４年から実現を約束してきた。
　当時、首相だった民主党の野田佳彦氏が１９日の衆院予算委員会で質問に立ち、合意から３年以上経過していることから「国民に嘘をついたことになる」と指摘した。首相は「第一党の党首として責任がある」との覚悟を示した。
　自民党は首相の意向を受け、２７年調査に基づく議員１人当たりの人口に応じて選挙区定数を削減する「０増６減」を軸に検討を進めるようだ。比例代表は４削減して計１０減とするという。
　削減幅自体は答申と同じ１０になるが、都道府県への定数配分方式として答申が提唱した「アダムズ方式」の採用は、３２年調査まで実施を先送りする。この方式では、より大幅な区割りの見直しが必要となる。議員の反発を少しでも抑えたいのだろう。
　問題は、これが他党の理解を得られるかどうかである。迅速に意見集約を図れなければ、議論は振り出しに戻りかねない。
　首相は、民主党の岡田克也代表に協議を呼びかけ、覚悟を行動で示す必要がある。
　党首会談などで大きな方向性を確認し、迅速な立法化につなげてほしい。
産経新聞　2016.2.23 01:00更新 
【政治デスクノート】政治家の劣化に関する一考察　パフォーマンス政治の行き着く先は…
　今さら指摘するまでもないが、政治家の質の低下が著しい。
　２月１６日、宮崎謙介氏（自民党を離党）が衆院議員を辞職した。理由は前代未聞の不倫である。いや、正確に記せば、「国会議員の育児休業取得を国民に訴えていながら、妻の出産６日前に女性タレントと密会していた」からとなろうか。要は、言っていることとやっていることが、まるで違ったという、国会議員じゃなくても軽蔑される理由での退場だ。
　民主党の岡田克也代表が「こういった候補者を擁立してきた自民党の責任は重い」と指摘したのは、理屈ではその通り（同じく過去に女性問題が報じられた細野豪志政調会長を擁立している民主党はどうなんだという点は別にして）だが、宮崎氏のケースは、もうそんな建前論を吹き飛ばしてしまうレベルの低さだ。ニュースを聞いた国民に「それって、人としてどうなのよ」と思わせ、議員の資質を論じることすら無意味に感じさせたという点で、宮崎氏のスキャンダルは一層、罪深い。
　その脱力感の余韻も冷めやらぬ中、今度は深く考えさせられる暴言が飛び出した。深く考えさせられるというのは、真剣にその意味を考えるということではなく、文字通り理解に苦しむという意味だ。
　自民党の丸山和也参院議員は１７日の参院憲法審査会で次のように発言し、野党から議員辞職勧告決議案が提出される問題になった。深く考えるために、氏の発言を正確に引用する。
　「例えば今、アメリカは黒人が大統領になっているんですよ。黒人の血を引くね。これは奴隷ですよ。はっきり言って。で、リンカーンが奴隷解放をやったと。でも公民権もない。何もないと。ルーサー・キングが出てですね、公民権運動の中で公民権が与えられた。でもですね、まさかアメリカの建国あるいは当初の時代にですね、黒人、奴隷がですね、アメリカの大統領になるようなことは考えもしない。これだけのですね、ダイナミックな変革をしていく国なんですよね」
　長々と引用してみたが、やはりよく分からない。米国の変革力をたたえようとしていることは、かろうじて読み取れるのだが、事実誤認もあるし、第一、何の説得力もない。この人、弁護士なのに…。
　暴言といえば、民主党議員にも看過できない発言があった。中川正春元文部科学相は１６日の党代議士会で、「これからいよいよ攻勢を掛けていきたい。首相の睡眠障害を勝ち取りましょう」とぶち上げた。
　民主党が追及を強めようとしていた甘利明前経済再生担当相が睡眠障害で１カ月の自宅療養が必要との診断書を国会に提出したことを踏まえたお調子発言とみられるが、たぶん中川氏は普段からぐっすり眠れる体質なのだろう。明日の仕事が心配で、夜中に何度もトイレに立ってしまう身からすれば、うらやましくもある暴言だ。
　ついつい前置きが長くなったが、ここからが本題だ。与野党を問わず、毎日のように飛び出す暴言・失言。それも、政治的信念に基づく突出や、熱意ゆえの勇み足といった類いの失策ではなく、愚も就かぬ発言がこうも続くのはなぜなのか。こんな低レベルの言動をしてしまう国会議員が続出するのはなぜなのか。
　選挙制度の弊害（特に衆院選での比例復活制度）、政党の議員育成能力の低下（派閥の功罪）などさまざまな指摘は可能だと思うが、ここではあえて、政界に蔓延するパフォーマンス至上主義にこそ問題の本質があると言いたい。
　先日、国会中継を見ていてあることに気づいた。ほとんどの議員が、質問するにあたり、パネルを用意している。政権の政策の問題点を図表化したり、各種経済統計のグラフを拡大してみせたりと、それ自体は議論を理解する上で大いに結構なことだと思う。
　問題はパネルの見せ方だ。予算委員会などでは、首相・閣僚の答弁席と質問者の席は相対する形になっている。質問者はパネルをもとに政府側の見解をただすのだが、中継を見ているとパネルは答弁者側のほうではなく、テレビカメラのほうを向いているのだ。
　昔はこうじゃなかった。パネルを用意する議員もいるにはいたが、パネルは手持ちで、中継では角度的に見えにくいことが多かった。それが今では、質問者の机にパネルを固定するステイのようなものが取り付けられている。さらに、パネルを取り換える係の議員までいたりする。
　変なことにこだわっているようだが、これは質疑者がテレビカメラを意識していることに他ならない。政府側とやりとりをかわしつつも、政府側とやりとりをかわしている自分を〝見せる〟ことにも、質疑の意味を見いだしている。もっと分かりやすく言うと、政府を批判すると同時に、政府を批判している自分をテレビカメラの向こう側にアピールすることが目的になっているとも言える。
　これを全て「パフォーマンス」のひと言で片付けるつもりはない。国政の課題をテレビカメラを通じて国民に分かりやすく示すことも、政治家の重要な役割のひとつだろう。ただ最近は、〝見せたがる〟議員が多い。何かと記者会見したがる議員、フェイスブックやツイッターで活動報告する議員。これがいいことなのか、悪いことなのか。
　政治家の劣化と見せたがる議員の増加には、相関関係があると思う。
（政治部次長　船津寛）
衆院予算委 　「環境の日？」「特定秘密は？」答弁ゆらゆら
毎日新聞2016年2月22日　19時21分（最終更新　2月22日　19時35分）
　衆院予算委員会の審議で、閣僚の答弁が安定しない。政権幹部は、発言に注意するよう繰り返し強調して引き締めをはかっているが、なかなか効果が表れていないようだ。 
　丸川珠代環境相は２２日、民主党の後藤祐一氏に６月５日の「環境の日」の日付を問われ、「６月１日」と答弁。間違いを指摘され、「申し訳ない。５日だった」と修正した。環境の日は１９７２年６月５日からストックホルムで開催された「国連人間環境会議」を記念し環境基本法で定めたもの。後藤氏は「環境行政をつかさどる大臣が知らないのは大変がっかりだ」と批判した。 
　また、岩城光英法相は、特定秘密の扱いを巡り、「安全保障上、著しい支障を及ぼすもの」でも会計検査院に「提供する」と答弁した。 
　しかし、後藤氏が行政機関は安全保障上の理由で提供を拒否できるとした特定秘密保護法の解釈に反していると指摘すると「法文上（会計検査院に）適用されるが、実務的には適用されることはない」などと釈明した。後藤氏が最初の発言の撤回を求めたが、岩城氏は応じず、予算委が一時、紛糾した。【野原大輔】 
産経新聞　2016.2.22 11:37更新 
【産経・ＦＮＮ世論調査】安倍内閣支持４８・１％で横ばい　相次ぐ不祥事の影響は限定的
　産経新聞社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）が２０、２１両日に実施した合同世論調査によると、安倍晋三内閣の支持率は前回調査（１月２３、２４両日）に比べ０・４ポイント減の４８・１％で、ほぼ横ばいだった。不支持は１・３ポイント増の４１・４％。甘利明前経済再生担当相の金銭授受疑惑や宮崎謙介前衆院議員の不倫騒動など政府・与党で相次ぐ不祥事への批判は強いが、政権への影響は限定的だった。
　甘利氏の閣僚辞任に６７・２％、宮崎氏の議員辞職に７８・０％が「当然だ」と回答。自民党の丸山和也法務部会長のオバマ米大統領に関する人種差別と受け取られかねない発言については５６・８％が「議員辞職に値する」と答えた。丸川珠代環境相の除染目標に関する発言も「閣僚としてふさわしくない」が７０・７％と７割を超えた。
　一方で自民党の支持率は３７・８％と前回に比べ２・３ポイント上昇し、一連の不祥事が議員個人の問題として受け止められていることが浮き彫りとなった。民主党は前回より１・３ポイント増えたものの９・７％で、大きく水をあけられている。夏の参院選比例代表の投票先でも自民党の４０・５％に対し、民主党は１４・３％にとどまった。
　参院選で自民、公明両党が過半数を維持する方がよいかについて５１・９％が「思う」と答え、「思わない」の４１・３％を上回った。民主党と維新の党の合流構想には６３・１％が「期待しない」とする一方、参院選選挙区で野党が候補を統一するべきかとの問いには５２・７％が「思う」と答えた。衆院との同日選については５２・５％が「行ってもよい」と容認した。
　また、憲法改正に関し、「現在の憲法が今の時代に合っていない」との回答が５４・９％で、参院選で投票先を決める際の判断材料にする人も６８・７％に上った。ただ、参院選の結果、改憲勢力が憲法改正の発議に必要な３分の２以上の議席を確保する方がよいかについては「思わない」が４９・８％で、「思う」の４０・９％を上回った。
　このほか、北朝鮮の核実験と事実上の長距離弾道ミサイル発射に脅威を感じている人が「強く」（４２・７％）と「ある程度」（４２・９％）を合わせて８割を超え、日本政府による独自制裁を７６・４％が評価。日銀が導入したマイナス金利が景気の好循環につながるかについては６６・３％が「期待できない」と答えた。
産経新聞　2016.2.22 21:11更新 
安倍自民なぜ一強？　「経済傾くと政権も…」の定説揺らぐ
　産経新聞社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）が２０、２１両日に実施した合同世論調査では、安倍晋三首相率いる自民党の「１強」ぶりが改めて鮮明になった。閣僚や党所属国会議員の相次ぐ不祥事に加え、株価急落や円高など、首相の経済政策「アベノミクス」にも逆風が吹いているが、内閣と党の支持率は堅調に推移している。「経済が揺らぐと政権も傾く」との“定説”に疑問を投げかける結果といえそうだ。
　世論調査では、首相の景気・経済対策を「評価しない」との回答が５９・６％と、「評価する」（３０・９％）を大幅に上回った。安倍政権のもとでの景気回復を「実感していない」との回答も７９・１％と、「実感している」（１５・８％）を圧倒的に上回っており、首相の経済政策には厳しい視線が注がれている。
　デフレ脱却へ首相と足並みをそろえる日銀が、史上初めて導入したマイナス金利に対する評価も「期待できない」が６６・３％を占め、「期待できる」は１７・３％止まり。景気の現状だけではなく、先行きに対する期待感も芳しくないのが実情といえる。
　ところが、こうした経済への否定的評価は「政権不支持」に必ずしも直結していない。景気回復を実感していないと回答した“景気不満層”に限定して分析すると、その傾向は明瞭に読み取れる。
　この層の内閣不支持率は４８・７％と過半数に迫るとはいえ、支持率も４０・３％と底堅い。７月の参院選の比例代表の投票先も、自民３４・５％▽民主１５・８％▽共産８・０％▽おおさか維新５・６％－などで、全回答者でみた割合と大きな差はなかった。参院選で与党の過半数維持を望むとの回答も４６・３％を占め、過半数維持を望まないとの回答４７・７％と拮抗（きっこう）した。
　また、不祥事の影響が限定的であることも数字に表れた。参院選の投票で、閣僚らの不祥事や不適切発言を「判断材料にする」と答えた層であっても、比例代表の投票先としては３５・２％が自民党を選び、参院選で協力を確認している野党５党（民主、共産、維新、社民、生活）の合計３２・０％より高かった。
こうした状況について、ある自民党幹部は「不祥事や不適切発言があったとしても、野党は追及するだけで、何をやりたいのか国民に伝わっていないからではないか」と指摘。不祥事が続く自民党以上に、国民が野党に期待感を示せないためだと分析した。
　一方、自民党の谷垣禎一幹事長は２２日の記者会見で「数字の上下の論評はしにくい」とした上で、不適切発言などが続いていることが「少しずつボディーブローになってきていると感じる。そこは、やはり気をつけていくということではないか」と気を引き締めた。
産経新聞　2016.2.22 21:07更新 
【産経・ＦＮＮ世論調査】民維新党「期待せず」６３％　比例投票先も劣勢　２３日に５野党幹事長会談　参院選協議スタートも道険し
　民主党と維新の党の合流構想について、２０、２１両日に行った産経新聞とＦＮＮの合同世論調査では「期待しない」が６３・１％となり、「期待する」の３２・５％を大きく上回った。夏の参院選比例代表の投票先でも、安倍晋三政権打倒を掲げる野党５党は、与党の計４５・７％に対し計２６・３％にとどまった。５党は２３日から参院選の協力に向けた協議を本格化させるが、道のりは険しい。
　「両党が一緒になることを否定しているわけではなく、『それでは不十分』という世論を示している」
　維新の今井雅人幹事長は２２日、国会内で記者団にこう強弁したが、調査結果は有権者の冷ややかな見方を如実に物語っている。
　両党による新党結成に「期待する」と答えたのは民主支持層６０・８％、維新支持層３５・７％、無党派層３７・６％。安倍内閣不支持層でも４４・７％だった。自民党の谷垣禎一幹事長は記者会見で、民主党出身の維新議員が多いことを念頭に「分裂したのを再結束しようということだから期待感がない」と皮肉った。
　１９日の党首会談で参院選の協力を確認した民主、共産、維新、社民、生活の５党が候補を統一した方がいいと思うかでは、５２・７％が「思う」と答えた。だが、比例投票先だけでなく野党各党の支持率も低迷したまま。第一党の民主党でさえ９・７％で、自民党の３７・８％に遠く及ばない。
　５党の幹事長・書記局長会談で始まる参院選１人区の協議では、新潟のように４党が候補擁立の意向を示す選挙区もあり、難航は必至だ。新潟について生活の玉城デニー幹事長は２２日、記者団に「今のままでは国民に不信の輪が広がりかねない」と述べ、同党の候補決定後に独自候補擁立を決めた民主党への不満を隠さなかった。
産経新聞　2016.2.22 18:00更新 
【産経・ＦＮＮ世論調査】世論調査　主な質問と回答（２月）
【問】安倍晋三内閣を支持するか
支持する４８．１（４８．５）　　支持しない４１．４（４０．１）
他１０．５（１１．４）
【問】どの政党を支持するか
自民党３７．８（３５．５）　　民主党９．７（８．４）
公明党４．５（５．８）　　共産党４．７（５．３）
維新の党１．４（１．６）
おおさか維新の会４．０（５．３）
改革結集の会０（０）　社民党１．５（１．０）
生活の党と山本太郎となかまたち０．８（０．７）
日本のこころを大切にする党０．５（０．２）
新党改革０．１（０）　その他の政党０．７（０．５）
支持政党なし３３．８（３５．５）　他０．５（０．２）
【問】安倍政権で次に挙げるものを評価するか
《首相の人柄》
評価する５８．９（５８．５）　　　評価しない３３．６（３３．４）
他７．５（８．１）
《首相の指導力》
評価する５３．５（５６．５）　　　評価しない３８．０（３５．１）
他８．５（８．４）
《景気・経済対策》
評価する３０．９（３５．５）　　　評価しない５９．６（５４．５）
他９．５（１０．０）
《社会保障政策》
評価する２７．４（２５．８）　　　評価しない６０．７（６３．５）
他１１．９（１０．７）
《外交・安全保障政策》
評価する４７．３（４６．４）　　　評価しない４３．３（４３．６）
他９．４（１０．０）
【問】安倍内閣のもとで景気の回復を実感しているか
実感している１５．８　　実感していない７９．１　　他５．１
【問】日銀が初めて導入した「マイナス金利政策」で、景気の好循環を期待できるか
期待できる１７．３　　期待できない６６．３　　　　他１６．４
【問】北朝鮮が核実験と長距離弾道ミサイルの発射を強行した。どの程度脅威を感じるか
強く感じる４２．７　　　あまり感じない１０．７
ある程度感じる４２．９　まったく感じない３．２
他０．５
【問】日本政府が、北朝鮮に対する独自制裁の強化を決めたことについて
評価する７６．４　　　評価しない１８．３　　　　　他５．３
【問】今年夏の参院選について、仮に今投票するとしたら比例代表ではどの政党に投票したいか
自民党４０．５　　民主党１４．３　　公明党５．２
共産党６．８　　維新の党２．１
おおさか維新の会５．６　改革結集の会０
社民党１．５　生活の党と山本太郎となかまたち１．６
日本のこころを大切にする党０．６
新党改革０．３　　　その他の政党８．７　　　　他１２．８
【問】今年夏の参院選について
《参院選の結果、自民党と公明党の与党が参院で過半数の議席を維持するほうがよいと思うか》
思う５１．９　　　　　思わない４１．３　　　　　　他６．８
《参院選と同日に衆院選を行ってもよいと思うか》
思う５２．５　　　　　思わない３９．３　　　　　　他８．２
《参院選の結果、憲法改正を目指す勢力が参院で憲法改正の発議が可能となる３分の２以上の議席を確保するほうがよいと思うか》
思う４０．９　　　　　思わない４９．８　　　　　　他９．３
《参院選から選挙権年齢が１８歳以上に引き下げられる見通しだ。若い世代の政治参加について》
期待する６０．６　　　期待しない３６．８　　　　　他２．６
【問】今年夏の参院選で投票する政党や候補を決める際、次に挙げることを判断材料にしようと思うか
《集団的自衛権行使を限定的に認める安保関連法の制定》
思う６５．３　　　　　思わない２７．７　　　　　　他７．０
《憲法改正》
思う６８．７　　　　　思わない２５．８　　　　　　他５．５
《環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）》
思う６１．０　　　　　思わない２８．９　　　　　　他１０．１
《来年４月の消費税率１０％への引き上げ》
思う６４．５　　　　　思わない３２．８　　　　　　他２．７
《閣僚や所属議員の失言やスキャンダル》
思う５４．３　　　　　思わない４１．８　　　　　　他３．９
《宮崎謙介衆院議員が不倫を認め、議員辞職したこと》
思う４１．０　　　　思わない５６．０　　　　　　他３．０
【問】夏の参院選に向けた野党の協力関係について
《民主党と維新の党が１つの政党になることに期待するか》
期待する３２．５　　　期待しない６３．１　　　　　他４．４
《参院選の選挙区で民主党や共産党などの野党はできるだけ候補を統一したほうがよいと思うか》
思う５２．７　　　　　思わない３７．９　　　　　　他９．４
【問】閣僚や与党議員の発言や資質について
《甘利明前経済再生担当相が自身や秘書の金銭授受や補償交渉の口利き疑惑で閣僚を辞任したこと》
辞任は当然だ６７．２　　　　辞める必要はなかった２９．５
他３．３
《福島第１原発事故後に国が定めた除染の長期目標について「何の科学的根拠もない」などと発言し、発言撤回した丸川珠代環境相は閣僚にふさわしいと思うか》
思う１８．４　　　　思わない７０．７　　　　　　他１０．９
《国会議員として育児休暇の取得を宣言していた宮崎謙介衆院議員が妻の妊娠中の不倫を認め、辞職した。女性問題で議員辞職したこと》
辞職は当然だ７８．０　　辞める必要はなかった１８．８
他３．２
《自民党の丸山和也参院議員が「今、アメリカでは黒人が大統領になっている。奴隷ですよ」などと発言した。議員辞職に値すると思うか》
思う５６．８　　　　　思わない３６．８　　　　　　他６．４
【問】政治や社会情勢に関して
《現在の憲法は今の時代に合っていると思うか》
思う３３．２　　　　　思わない５４．９　　　　　　他１１．９
《来年４月からの消費税率１０％への引き上げ》
賛成３５．２　　　　　反対６０．７　　　　　　　　他４．１
《日本が移民や難民を大規模に受け入れること》
賛成２０．２　　　　　反対６８．９　　　　　　　　他１０．９
（注）数字は％。カッコ内の数字は前回１月２３、２４両日の調査結果。「他」は「わからない」「言えない」など。
■世論調査の方法
　調査エリアごとの性別・年齢構成に合わせ、電話番号を無作為に発生させるＲＤＤ（ランダム・デジット・ダイヤリング）方式で電話をかけ、算出した回答数が得られるまで調査を行った。調査対象は全国の成年男女１０００人
指定地域外でも被爆者認定　長崎地裁、10人に手帳交付命じる 
日経新聞　2016/2/22 16:53
　長崎原爆に爆心地から12キロ以内で遭ったのに、国が定める被爆地域外だったために被爆者と認められない「被爆体験者」161人が、長崎県などに被爆者健康手帳の交付を求めた訴訟の判決で、長崎地裁は22日、うち10人への手帳交付を命じた。原告弁護団によると、被爆体験者への手帳交付を命じた判決は初めて。
　松葉佐隆之裁判長は判決で「原爆投下により年間の放射線被ばくが自然界の約10倍を超える場合は健康被害の可能性がある。原告の一部は10倍超と推計され、内部被ばくが生じるような状況だった」との判断を示した。
　その上で、被爆者援護法が定める「身体に原爆の放射能の影響を受けるような事情があった」との規定に該当するとした。判決は一方で、「内部被ばくのみで健康被害が生じる可能性は認められない」とも指摘した。
　国は長崎の被爆地域を爆心地から東西にそれぞれ約７キロ、南北に約12キロと細長い形状に指定した。被爆体験者はその外側で原爆に遭った人たちで、被爆者と援護内容に差がある。
　先行する同種訴訟もあり、2012年の長崎地裁判決は原告側の請求を全て退け、原告側は福岡高裁に控訴している。〔共同〕
「被爆地域」外にいた人 一部を被爆者と認める 長崎
NHK　2月22日 14時38分
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長崎に原爆が投下された際、国が定める被爆地域の外にいたとして、被爆者と認められていない人たちが訴えた裁判で、長崎地方裁判所はこのうち１０人を被爆者と認め、長崎県と長崎市に被爆者健康手帳の交付を命じる判決を言い渡しました。長崎の被爆地域の外にいた人たちに被爆者健康手帳の交付を命じた判決は初めてです。
長崎に原爆が投下された際、国が定める被爆地域の外にいたとして、被爆者と認められていない人たちのうち、爆心地から半径１２キロ以内にいた人は「被爆体験者」とされ、長崎市などに住む「被爆体験者」１６１人は、長崎県と長崎市に対し、がんなどの治療を無料で受けられる被爆者健康手帳を交付するよう訴えていました。
　２２日の判決で長崎地方裁判所の松葉佐隆之裁判長は、「ＷＨＯ＝世界保健機関がまとめた福島第一原発事故の健康リスク評価に関する報告書などを踏まえると、原爆投下で被爆した放射線の年間の積算線量が、自然放射線の線量の１０倍を超える２５ミリシーベルト以上の場合は、健康被害を生ずる可能性があると言える」と指摘しました。そのうえで、「アメリカ軍が長崎で行った放射線量の調査で年間の積算の放射線量が２５ミリシーベルトを超えると推定された地域にいた人たちは原爆による影響を受けたと認められる」として、原告のうち１０人を被爆者と認め、長崎県と長崎市に被爆者健康手帳の交付を命じました。
　厚生労働省によりますと、国が定める「被爆地域」の外にいたとして、被爆者と認められていない人たちが訴えた裁判では、広島地方裁判所が平成２１年、広島の被爆地域の外にいた７人に被爆者健康手帳の交付を命じ、判決が確定しましたが、長崎の被爆地域の外にいた人たちに被爆者健康手帳の交付を命じた判決は初めてです。
　今回の判決について、厚生労働省は、「判決の内容をまだ、詳細に承知していないが、今後の対応については、関係省庁や、長崎県、長崎市と協議したうえで決めたい」と話しています。
　長崎県の中村知事は、「判決の詳細は把握していないが、基本的には、県と長崎市の主張が認められ、一部原告の主張が認められたと承知している。今後の対応については、判決を詳細に検討し、国や長崎市とともに協議のうえ決めていきたい」とするコメントを出しました。
　長崎市の田上市長は、「判決の具体的な内容を確認していないので、コメントは差し控えさせていただきます」としています。 
原告 「一部勝訴」に複雑な表情
判決が言い渡されたあと、原告の弁護士は長崎地方裁判所の前で「一部勝訴」と書かれた旗を掲げました。裁判所の前には原告や支援者が集まり、原告全員に被爆者健康手帳の交付が命じられなかったことについて複雑な表情を浮かべていました。原爆が投下されたとき、爆心地の東、１０．２キロにいたという原告団長の山内武さんは今回の判決で訴えが退けられました。山内さんは「非常に残念だ。爆心地から南北１２キロ以内では被爆者と認められているので、同心円の中にいた人すべてをひとしく被爆者と認めてほしかった。これからも訴えを続けていく」と話していました。
　判決のあと、原告や支援者らが長崎市で記者会見を開き、弁護団の三宅敬英弁護士は「被爆者と認められる範囲を広げたという点ではよかった。しかし、判決では内部被ばくについて認めていないなど悔しい点が多い。高裁での勝訴を目指したい」と述べ、控訴する考えを示しました。
　また、原告全員が健康への被害を受けるほどの放射線の影響を受けたとする意見書を作成した長崎県保険医協会の本田孝也医師は「意見書の内容が十分に伝わらなかったのは残念だ。被爆者と認めるために、そもそも線量による線引きが必要なのかという原点に戻って引き続き訴えていきたい」と話していました。
「被爆体験者」 集団訴訟に至った経緯は
「被爆体験者」は、原爆が投下されたとき、国が定める被爆地域の外にいた人たちで、被爆者と認められた人たちと同様の援護の施策を求めてきました。
　国が定める長崎の被爆地域は、長崎市の爆心地を中心に南北およそ１２キロ、東西およそ７キロの範囲で、原爆が投下されたとき、この中にいた人には被爆者として被爆者健康手帳が交付され、無料で医療を受けられるほか、健康管理手当などの手当が支給されています。
　一方で、原爆が投下されたとき、被爆地域の外にいた人たちには被爆者に対する援護の施策が行われなかったため長崎市などが国に働きかけた結果、平成１４年、長崎で独自に「被爆体験者」の制度が始まりました。
　「被爆体験者」がうつや不眠症など、原爆の体験によるとみられる精神的な症状やそれに伴う合併症を発症した場合、医療費が支給されています。長崎県や長崎市によりますと「被爆体験者」は１月末の時点で県内におよそ８０００人いるということです。
　しかし、「被爆体験者」は「原爆の放射線による直接的な身体への影響は認められない」として、がんなどの病気になっても医療費や手当などが支給されないため、平成１９年から国などに対し、被爆者と認めるよう求める集団訴訟を起こしました。
　一連の訴訟の原告の数はおよそ５５０人に上り、このうち、先行しておよそ４００人が訴えた裁判では長崎地方裁判所が平成２４年に訴えを退け、２審の福岡高等裁判所の判決は来月２８日に言い渡されます。
　一方、長崎市は、「被爆体験者」の要望を受けて、３年前から専門家による研究会を開き、科学的な知見をもとに被爆地域の拡大を目指そうとしているほか、去年には、田上市長が厚生労働省に被爆地域の拡大や支援の充実を求める要望書を提出しています。
「育鵬社」 教育長に検定途中の教科書閲覧させる
NHK　2月22日 17時48分
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中学校の歴史や公民の教科書を作成する「育鵬社」が、どの教科書を使うかを決める「採択」の権限がある教育長に検定途中の教科書を閲覧させていたことが分かりました。教科書会社を巡る一連の問題で教育長の閲覧が明らかになるのは初めてで、文部科学省は採択の公正性に疑念を生じさせる行為だとして詳しく調べています。
この問題は、小中学校の教科書を作る１２社が外部に見せることが禁じられている検定途中の教科書を教員らに閲覧させたり金品を渡したりしていたもので、関わった教員などは５１５７人に上ります。このうち、中学校の歴史や公民の教科書を作成する「育鵬社」は、昨年度３５人に検定途中の教科書を閲覧させたと報告していましたが、６人は教育長だったことが新たに分かりました。
　教育長は教育行政の事務局トップで、自治体が使用する教科書を決める「採択」で最終的な決定権を持つ教育委員会の一員でもあります。教科書会社を巡る一連の問題で教育長に閲覧させていたことが明らかになるのは初めてです。
　育鵬社などによりますと、６人は当時、福井県、大阪府、広島県、山口県、愛媛県の１府４県にある合わせて６つの市の教育長で、ＮＨＫの取材に対し「あいさつだと言って訪ねてきて見せられた。ざっと目を通しただけで金品も受け取っていないが、検定中の教科書だと気付いた時点で断るべきだった。脇が甘かったと反省している」などと話しています。
　また育鵬社は、「教育長はプロ中のプロであり、よりよい意見を聞くことができると思った。採択が目的ではなかったが不適切だった」と話しています。
　これら６つの市で育鵬社の教科書を新たに採択したところはありませんが、文部科学省は採択の公正性に疑念を生じさせる行為だとして、影響などを引き続き詳しく調べています。 
忠敬の測量協力者の子孫探し…没後２００年控え

読売新聞　2016年02月22日 17時40分

　江戸時代、初めて日本全国の実測図を作った伊能忠敬（１７４５～１８１８年）の没後２００年を控え、伊能忠敬研究会（東京都、鈴木純子代表）が、忠敬の測量を全国で支援した人々の子孫を探し始めた。

　当時、測量補助や滞在で協力した人々を、２０１８年に都内で開く記念式典で顕彰するのが目的。子孫たちに伝わる関係史料を洗い直す狙いもある。

　忠敬の測量日記（延べ４６００日分）には、延べ１万２０００人分の名が記載されている。同研究会は日記をデータベース化。研究会ホームページ「伊能忠敬ｅ史料館」（http://www.inopedia.tokyo/database/)で、現在の市町村や忠敬らの宿泊地から、その地で交流した藩役人や村役人、宿主らの名前を調べることができる。

